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茨城県政の推進につきましては、日頃から格別のご指導、ご高配

を賜り、厚く御礼申し上げます。  

急激な人口減少をはじめ、物価高騰、頻発化・激甚化する自然災

害、先行きの不透明さが増す世界情勢など私たちを取り巻く社会情

勢は急激に変化しており、乗り越えなければならない課題も山積し

ております。  

このような困難を乗り越え、今後、輝かしい未来を掴み取るため

には、「生産性」が高く豊かで経済力のある社会を構築するととも

に、安心安全につながる生活基盤をしっかりと確保していく必要が

あると考えております。  

こうした中、本県では、「第２次茨城県総合計画～『新しい茨城』

への挑戦～」に基づき、変化や失敗を恐れず、新しいことに積極果

敢に挑戦することで、「豊かさ」「安心安全」「人財育成」「夢・希

望」の４つのチャレンジを常に進化・加速させているところです。 

社会の様々な変化を的確に捉えながら、県民の皆様と力を合わせ、

新しい発想で、諦めず挑戦を続けることで、「活力があり、県民が

日本一幸せな県」の実現に向けて全力で取り組んでまいる所存でご

ざいます。  

 つきましては、本県県政の推進に必要となる政策・制度の創設な

ど、国の施策及び予算に関する提案・要望を以下のとおりとりまと

めましたので、２０２６年度の予算編成あるいは今後の施策展開に

おいて、実現のために特段のご高配をお願い申し上げます。  

  ２０２５年６月  

           茨城県知事  大井川 和彦   
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雇用対策の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 厚生労働省、経済産業省、内閣府、内閣官房 

 

＜提案・要望の内容＞ 

 少子高齢化の進行により生産年齢人口が減少し、企業における人材確保が困難

となる中、年齢、性別、国籍や障害の有無などに関わらず、多様な人材が活躍で

きる職場環境づくりを進めるとともに、企業の生産性を向上させるため、働き方

改革を実現させる取組が求められております。 

また、デジタル化や脱炭素化の進展により産業構造の急激な変革が見込まれ

る中、持続的に産業を発展させていくためには、成長産業・分野への円滑な労働

移動を促進することが重要であります。 

さらに、中長期的な視点から人材確保に努めている企業を支えるため、これ

らの企業に対するきめ細かな支援が必要であります。 

以上の状況を踏まえ、地方における雇用対策の推進に向けて、下記事項を実

施するよう要望いたします。 

記 

 

１ ワーク・ライフ・バランスの実現のため、働き方改革推進支援助成金等によ

る長時間労働の是正を進めるとともに、人材確保等支援助成金（テレワーク

コース）やＩＴ導入補助金等の支援策の充実によるテレワークの促進など中

小企業における多様で柔軟な働き方を推進すること。 

 

２ 女性が自らの意思により、その個性と能力を十分に発揮しながら、充実した

職業生活を送るためには、男女ともに仕事と家事・育児等の両立が必要であ

ることから、円滑な育児休業の取得や職場復帰、代替要員確保を促進する両

立支援等助成金等による支援を継続するほか、「えるぼし認定」や「くるみ

ん認定」の取得企業に対する助成措置等の充実などにより同認定制度の普及

促進を図ること。 

 

３ 令和８年の法定雇用率の 2.7％への引上げを見据え、企業の規模に関わらず

障害者雇用がより一層促進されるよう、障害者雇用の意義についての理解促

進や障害者の就労・職場定着を支援する体制の強化に加え、障害者雇用納付

金制度や障害者雇用に関する助成制度等の更なる拡充等により、障害者の就

労促進策の充実・強化を図ること。 
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４ 成長産業・分野への円滑な労働移動の促進のため、年功序列賃金をはじめと

した日本的雇用慣行の見直しや解雇規制の在り方について労使双方の立場に

立った抜本的な議論を進めるなど、これまでの労働政策の見直しに向けた検

討を加速化すること。 
 

５ 都道府県が実施している技能検定制度について、若年者に対する技能検定手

数料の減免措置は、ものづくり分野に従事する若者の確保・育成のために重

要な支援であることから、国の補助対象を縮小することなく、技能の振興や

継承に対する施策の充実を図ること。 
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経済の好循環実現や物価高克服に向けた賃金水準の引上げについて 

 

＜提案・要望先＞ 厚生労働省、経済産業省、財務省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

持続的な経済成長のためには、企業の生産性向上の成果を働く人に分配するこ

とで、賃金の上昇、消費の拡大という好循環を生み出し、企業の収益の拡大をさ

らなる賃上げや設備投資につなげるよう、労働者の賃金水準の向上を図ることが

重要であります。 

近年、日本の労働生産性は向上しているにもかかわらず、実質賃金は長年上昇

しておらず、物価高騰や円安といった最近の経済動向が労働者の生活に大きな影

響を及ぼしていることを踏まえると、労働者の生活水準を維持するためにも実質

賃金の底上げが必要であります。 

また、最低賃金の額は、複数の経済指標を踏まえて各都道府県を振り分けたラ

ンク毎に示される引上げの目安を参考に、各労働局長によって決定されておりま

すが、本県の経済指標は全国９位である一方、最低賃金の額は 14 位と乖離が生じ

ております。 

本県では、これまでも茨城労働局長や茨城地方最低賃金審議会の委員に対し、

最低賃金に経済実態が正しく反映されていないことや、近県と比べ、１人あたり

県民所得や有効求人倍率等が高い状況にあること、など、データを用いながら、

様々な機会を捉えて説明しているところですが、依然として経済実態との乖離や

地域間格差が解消されておりません。これらは人材確保の観点からも早期に解決

すべき大きな課題であると認識しております。 

一方、最低賃金が引き上げられても、労働者が税・社会保障制度上のいわゆる

「年収の壁」を超えないよう就業時間を抑えれば、企業は人手不足となるほか、

収入も増加しないという問題に繋がります。 

以上の状況を踏まえ、地方における賃金水準の引上げに向けて、下記事項を実

施するよう要望いたします。 

 

記 

 

１ 実質賃金の引上げを実現するため、経済団体等に対し物価高騰を上回る積極 

的な賃上げを継続的に働きかけるとともに、必要な支援を行うこと。 

 

２ 地方での最低賃金額の決定において、地域の経済実態が正しく反映される仕
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組みとするとともに、地域間格差につながっているランク分け制度を廃止する

こと。 

 

３ 最低賃金の引上げにより影響を受ける中小企業・小規模事業所への支援を強

化すること。 

 

４ パートなどの短時間労働者が、税・社会保障制度上のいわゆる「年収の壁」

を意識して労働時間を抑えることがないよう、労働者本人の希望に応じて働く

ことができる環境の整備を引き続き進めること。 
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企業の立地ニーズに応じた新たな産業用地の開発の促進について 

 
＜提案・要望先＞ 経済産業省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

現在、全国の多くの自治体において、増加する企業の立地ニーズに対応でき

る産業用地が不足している状況であり、産業用地の整備が喫緊の課題となって

いるところ。 
こうした中、本県では、特に圏央道の沿線地域を中心に企業の立地が進んで

おり、令和８（2026）年度には、圏央道の４車線化の整備完了が予定されてい

ることなどから、今後も企業の立地ニーズがより一層高まっていくものと見込

まれている。 
本県としては、このような立地優位性を最大限に活かし、地域未来投資促進

法を活用した産業用地の確保及び戦略的な企業誘致活動を展開しているとこ

ろであるが、複数企業の立地を見込む開発区域において、同法に基づく農地転

用等の特例措置を適用する場合、以下の課題がある。  
① 複数企業の立地を想定した開発事業において、企業ごとに立地決定の時  

期は異なるものの、すべての企業立地が決定するまで特例措置を適用する 

ことができないため、このような開発事業では活用しにくい。 

② 同様の開発事業において、調整池等は通常共通のものを配置するが、各

企業が個別に開発を行い、調整池等も個別に整備することとなるなど、区

域全体での一体的な土地利用及び効率的な造成工事が困難となる。   
上記の課題を踏まえ、企業の立地ニーズを的確に捉えた新たな産業用地の開

発を促進するため、下記事項を実施するよう要望します。 
 

記 

 
 地域未来投資促進法第 18 条における農地転用等の特例措置において、企業

立地ニーズが見込まれれば（地域経済牽引事業計画の承認を経ずに）、開発区

域全体において、農地転用の特例措置が適用できるよう、適用範囲の拡大を講

じること。 
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大強度陽子加速器施設「Ｊ－ＰＡＲＣ」の整備推進等について 

 

＜提案・要望先＞ 文部科学省、財務省、（国研）日本原子力研究開発機構、 

原子力規制庁 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県は、つくば・東海の最先端科学技術や、我が国を代表するものづくり産

業等の集積を活かして、イノベーションを絶えず生み出し、21 世紀の日本の科

学技術及び産業をリードする活力あふれた県づくりを進めております。 

とりわけ、東海・大洗・那珂地区におきましては、世界最高性能の大強度陽

子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）をはじめ、日本原子力研究開発機構、量子科学技

術研究開発機構、大学等の原子力関連施設が集積し、新産業の創出を目指した物

質・生命科学の研究や、環境に優しい次世代エネルギーの開発研究、高レベル放

射性廃棄物の管理期間の短縮につながる研究など、世界をリードする多様な研究

開発が進められており、我が国の原子力研究開発の中心的役割を担っております。 

つきましては、こうした研究成果を最大限に活かし、新事業・新産業の創出

やエネルギー・環境問題の解決を図るとともに、次世代の研究開発を担う人材の

育成、さらには国内外の専門人材が集まる研究・教育拠点の形成など本県の発展

に結び付けるため、下記事項について特段のご配慮を願います。 

 

記 

 

１ Ｊ－ＰＡＲＣにおける最先端の研究を継続させるため、年間を通じ安定的な

運転を行うとともに、施設の安全が不断に確保されるよう、高エネルギー加

速器研究機構及び日本原子力研究開発機構に対し、適切に指導・監督を行う

こと。 

 

２ Ｊ－ＰＡＲＣが有する世界最高水準の性能を十分に発揮し、研究開発を促進

するため、年間を通じた運転に係る予算を確実に確保すること。 

また、Ｊ－ＰＡＲＣで計画されている核変換の研究は、高レベル放射性廃

棄物の管理期間の大幅な短縮が期待される、本県にとって大変意義のある技

術開発であることから、所要の財源措置を行い、早期に実験施設の整備に着

手すること。 

 

３ 陽子ビームの強度を上げることにより、短時間で多くの実験が可能となり、

産業界の研究促進が見込まれることから、Ｊ－ＰＡＲＣの所期性能である 
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１ＭＷ運転の安定化を図ること。 

また、産業界の更なる利用促進のため、Ｊ－ＰＡＲＣのビーム利用料金の

低廉化を図るとともに、研究開発を支援する体制の充実を図ること。 

 

４ 最先端の核融合研究を推進し、世界的研究拠点の形成につなげるため、量子

科学技術研究開発機構那珂フュージョン科学技術研究所におけるＩＴＥＲ計

画を補完・支援する試験装置ＪＴ－６０ＳＡの実験運転及び研究開発を日欧

共同で行なえるよう、引き続き予算を確実に確保すること。また、第７次エ

ネルギー基本計画やフュージョンエネルギー・イノベーション戦略の策定を

踏まえ、国内外の大学・研究機関や産業界との連携強化を進め、フュージョ

ンテクノロジー・イノベーション拠点としての研究基盤・支援環境の充実を

図ること。 

 

５ 日本原子力研究開発機構大洗原子力工学研究所における高温ガス炉（ＨＴＴ

Ｒ）については、優れた安全性を有するとともに、その高温熱を利用した発

電に加えカーボンフリー水素の製造が期待されていることから、第７次エネ

ルギー基本計画やグリーン成長戦略に貢献し、水素社会の実現に向けた取組

を加速させるため、必要な予算を確保するなどその試験研究の推進を図るこ

と。 
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宇宙ベンチャー等が活動しやすい環境づくりと 

宇宙活動を支える総合的基盤の強化について 

 

＜提案・要望先＞ 内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、 

（国研）宇宙航空研究開発機構 

 

＜提案・要望の内容＞ 

宇宙活動が従来の官主導から官民共創の時代を迎えている中、宇宙基本計画

（令和５年(2023 年)６月改定）においては、商業化を見据えた政策や宇宙技術

戦略に基づく技術開発の強化、さらには宇宙開発の中核機関である宇宙航空研究

開発機構（ＪＡＸＡ）の役割・機能強化が示され､これらの方針を踏まえ､新たに

ＪＡＸＡ宇宙戦略基金が創設されるなど、民間事業者が主体となって宇宙活動に

取り組む環境がさらに整いつつあります。 

しかしながら、宇宙産業は、事業化までに多くの年月と資金調達を必要とす

るにもかかわらず、国内では市場規模や国際競争力から持続的な収益確保はまだ

まだ困難とされており、また、高度な技術や品質、法規制等への対応、ユースケ

ースが求められるなど参入障壁が高いことから、宇宙ベンチャーをはじめ民間事

業者の挑戦を促すためには、より一層活動しやすい環境づくりを進めることが求

められます。 

とりわけ、宇宙機器分野は、他の産業と比較して要求される技術・品質水準

が高いうえ多品種少量生産であり、さらに、参入を果たしても需要が不安定で事

業採算性が見込みにくいなどその特殊性から、撤退する事業者もあり、供給面に

おいてリスクを抱えております。今後、海外からの輸入に依存しない安定した部

品・コンポーネントの供給を実現するためには、地域の高度なものづくり企業を

主体とした量産体制やサプライチェーンの自立化が重要であります。 

全国に先駆け、平成 30 年(2018 年)に宇宙ビジネス創出自治体に選定された茨

城県においては、ＪＡＸＡ筑波宇宙センターをはじめ最先端の研究機関・大学、

多様なスタートアップ、高度なものづくり企業群が立地する本県の強みや地域特

性を活かし、宇宙ベンチャー等の創出・誘致と、県内企業の宇宙ビジネスへの参

入を一層推進するとともに、宇宙産業において課題とされる、宇宙機器の量産体

制やサプライチェーンの自立化など、当該産業の基盤強化に取り組み、本県のみ

ならず我が国の宇宙産業の拡大に貢献したいと考えております。 

ついては、下記事項について特段の御配慮を願います。 
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記 

 

１ 宇宙ベンチャーをはじめ民間事業者の挑戦を促すため、ＪＡＸＡ等の国プロ

ジェクトにおける民間からの調達拡大や、ＪＡＸＡ研究者・技術者との共同

研究等の推進、実証機会の拡大及び宇宙専門人材・投資家との連携などを一

層推進すること。 

 

２ 地域の高度なものづくり企業を主体とした宇宙機器の量産体制やサプライチ

ェーンの自立化に向けて、本県が全国の先導モデルとなることを目指して実

施している、企業内の宇宙人材の育成や、大手宇宙ベンチャーと地域企業と

のマッチングなどの取組に対して、その後押しとなる支援を行うこと。 

 

３ 宇宙産業に適した地域特性を活かし、宇宙ビジネスの創出に取り組む本県へ

の宇宙関連企業の研究開発・製造拠点の立地が一層促進され、ひいては我が

国の宇宙産業基盤の強化につながるよう、ＪＡＸＡ宇宙戦略基金をはじめ、

民間事業者等に対する支援にあたっては技術的視点のみならず、例えば、地

域との連携を加点要素とするなど、企業の集積を促進する政策的視点を取り

入れること。 
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電源地域の振興について 

 

＜提案・要望先＞ 文部科学省、経済産業省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

電源三法交付金については、電源地域における県民生活の安定、地域活力の

回復及び地域振興などで重要な役割を果たしているところですが、東京電力株式

会社福島第一原子力発電所における事故や原子力規制委員会が示した原子力災害

対策指針を踏まえ、下記事項について特段の御配慮を願います。 

 

記 

 

１ 原子力災害対策指針では、重点的に原子力災害に特有な対策を講じておく必

要がある区域として原子力災害対策重点区域が定められており、当該区域内

の市町村においては原子力災害対策に係る地域防災計画や避難計画の策定、

住民への防災対策等に係る情報提供等、必要な対策が求められているところ

である。 

しかしながら、当該区域内の市町村は必ずしも電源三法交付金の対象地域

とはされておらず、これらの市町村においても地域振興等を通じた住民理解

の向上は必要と考えられることから、既存の交付地域に対する交付水準を確

保した上で、電源三法交付金の対象地域を当該区域まで拡大するなど必要な

見直しを図ること。 

特に、原子力立地給付金は、発電用施設等の立地地域及び周辺地域の住民

等に直接交付を行うことができる給付金であり、これらの地域に対し、東京

圏などの電力消費地が享受する恩恵の一部を還元するための重要な制度であ

ることから、住民福祉のさらなる向上を図るため、対象地域について、当該

区域まで拡大するとともに、給付額についても、平均的な年間電気料金の半

額程度の水準まで引き上げることにより、対象地域の住民及び企業等に対す

る還元策として十分な水準となるよう、現行制度の見直しを行うこと。 

 

２ 電源三法交付金の交付対象施設について、全ての核燃料物質加工施設、原子

力発電関連研究施設等を加えること。特に、国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構大洗原子力工学研究所に立地する２施設（ＨＴＴＲ、ＯＷＴＦ）、

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構那珂フュージョン科学技術研究

所に立地する１施設（ＪＴ－60ＳＡ）の計３施設を交付対象施設とすること。 

また、交付金の適用期間について、発電所の運転終了で終わることなく完
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全撤去まで延長すること。 

 

３ 電源立地地域対策交付金のうち、電力移出県等交付金相当部分の算定につい

て、平成 23（2011）年度交付分から火力発電施設の算定係数引下げなどの見

直しがなされたところであるが、原子力発電施設の運転停止に伴い、電力供

給において重要性を増している火力発電施設に係る算定係数の引上げを図る

こと。 

 

４ 電源立地地域対策交付金のうち、発電実績に応じて交付される電力移出県等

交付金相当部分や原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金相当部分の

算定について、原子力発電所の安全確保のための運転停止期間に適用される

「みなし規定」の算入率を引下げ前の水準である発電量の 81％に戻すこと。 

 

５ 電源立地地域対策交付金のうち、水力発電施設周辺地域交付金相当部分につ

いて、水力発電施設周辺自治体の持続的な発展と振興のために、交付期間の

恒久化を図るとともに、最低保証額の引上げ等の交付水準の改善を図ること。 
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「農用地等の確保等に関する基本指針」に定める 

面積目標の設定基準について 

 
＜提案・要望先＞ 農林水産省 
 

＜提案・要望の内容＞ 

急激な少子化と人口減少、超高齢化社会の進展を受け、農業を魅力ある産業と

して次の世代に確実に引き継いでいくためには、農業で十分な所得が得られる「儲

かる農業」を実現することが重要であり、本県においては、「茨城農業の将来ビジ

ョン」に基づき、本県農業の収益性を高めるための構造改革を進めるとともに、

地域農業の牽引役となる意欲的な担い手の創出、有機農業の供給強化や販路拡大、

常陸牛やかんしょをはじめとする農産物の輸出拡大など、農業者をはじめ関係者

が一丸となって、付加価値向上、生産性向上に取り組み、本県農業の更なる発展

を目指しているところであります。 

このような中、国においては、食料安全保障の観点から、農業振興地域の整備

に関する法律を改正し、本年４月１日に施行しましたが、その中で、都道府県に

おいて確保すべき農用地の面積目標達成に向けた措置の強化が盛り込まれ、都道

府県は、市町村から農用地区域からの除外に係る協議があった場合、当該都道府

県の面積目標の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められるときに限り同意す

ることができるとしたところであります。 

しかしながら、農地を含めた土地の利用については、地方自治の本旨に基づき、

地方が自らの意思と責任の下で主体的に判断し、合理的に進められることが極め

て重要であり、地方自治体の主体的な土地利用が妨げられ、地域の社会発展の自

由度が阻害されることは、社会・経済構造の固定化をも招きかねず極めて憂慮す

べきことであり、農地の確保にあっても、面積の確保だけではなく、生産性の向

上や農作物の付加価値化など、適切な農地の活用に向けた対策を総合的に講ずる

ことが必要であると考えております。 

国の「農用地等の確保等に関する基本指針」で定められる設定基準により算出

される面積目標は、現実と乖離した、実現性に欠けるものとなっており、こうし

た基準に基づき設定される面積目標の達成状況によって農用地区域からの除外が

制限されることは地域の実情に応じた土地の利用を阻害するものと考えます。 

このため、「農用地等の確保等に関する基本指針」における「都道府県の面積

目標の設定基準」の変更に当たっては、地方自治体の自主性・自立性に配慮し、

地域の実態を柔軟に反映できる運用とするよう、下記のとおり要望いたします。 
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記 

 

１ 「農用地区域への編入促進」にあっては、国が示す指定要件を満たす農地を

目標年である 2035 年までにすべて編入することとしているが、本県のこれま

での編入面積の推移と大幅に乖離しており、現実を踏まえたものになっていな

いことから、地方における農用地区域への編入面積のすう勢を踏まえた、実態

に即した算定方法とすること。 

 

２ 「荒廃農地の解消」にあっては、今回の見直しによりこれまでの算定方法か

ら、すう勢を踏まえた算定にしたものの、荒廃農地が増加した都道府県に対し

ては増加率を乗ずることとするなど、全国的に荒廃農地が増加する中で実態と

乖離した算定方法となっていることから、増加率を乗ずる取扱いを除外する算

定方法とすること。 

 

３ 「独自に考慮すべき事由」にあっては、今回の見直しにより、「都市計画マス

タープラン等の土地利用計画に基づく開発予定による除外」について、国等と

土地利用調整が開始されたものについても計上できることとしたが、約 10 年

後の面積目標を設定する基準としては合理的でないことから、開発計画策定自

治体内での土地利用調整が調ったものも計上可とする算定方法とすること。 
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新たな「食料・農業・農村基本計画」の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 農林水産省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

首都圏人口の食を支える農業大県である本県が、食料を安定的に供給してい

くには、多様な担い手を確保し、育成するとともに、農地の集積や集約化、効率

的で生産性の高い持続可能な農業経営を確立することが重要であります。 

食料安全保障の確保や農業の持続的な発展等、改正食料・農業・農村基本法

に掲げる基本理念に基づき、基本的な施策の方向性を具体化する食料・農業・農

村基本計画は、初動５年間で農業の構造転換を集中的に推し進めることとされて

います。 

 つきましては、下記の事項について特段の措置を講じられるよう要望いたしま

す。 

 

記 

 

１ 担い手への農地の集積･集約化を一層進めるため、農地中間管理事業につい

ては、機構集積協力金の堅持など現行制度を安定的に継続するとともに、地

方に新たな財政負担が生じることのないよう、十分な予算措置を講ずること。 

 

２ 経営所得安定対策については、施策の検証を十分行うとともに、意欲ある農

業者が将来にわたって安心して営農に取り組むことができるようにすること。

特に需要の見込まれる麦や大豆、野菜などの高収益作物、輸出用米等の戦略

作物に係わる対策については、戦略作物等への転換を行った地域において定

着が図られるよう、安定的・継続的な制度とすること。 

また、国産への需要が高まっている麦、大豆については、急激な資材高騰

等により農業所得が減少することがないよう十分な交付金単価を維持し、必

要な予算額を確保すること。 

なお、需要に応じた米生産については、国が策定する需給見通し等を踏ま

えつつ、行政・生産者団体・現場が一体となって、需要に応じた米生産に取

り組むこととしているが、これを実効性のあるものとするため、全国的な需

給バランスの確保について、国において引き続き配慮すること。 

 

３ 農業農村整備事業については、食料の安定供給と農業の持続的発展のため欠

かすことのできない事業であり、計画的に事業を推進していくため、令和８
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年(2026 年)度の事業実施に必要な予算を確保すること。 

 

４ 農業生産資材などの価格高騰が続く中、合理的な価格形成により、生産者が

原価や労働に見合った所得を得られるよう、実効性の高い適正な価格形成の

仕組みを構築すること。 
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ＤＭＯ構築による観光地域づくり推進体制の 

強化に向けた支援の充実について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、観光庁 

 

＜提案・要望の内容＞ 

観光先進国の実現に向けて、観光の国際競争力を高め、観光を我が国の基幹

産業とするためには、「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役

として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づ

くりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調

整機能を備えた観光地域づくり法人（以下「ＤＭＯ」という。）の形成が不可欠

であります。 

ＤＭＯが観光地域づくりの舵取り役として活動するためには、地域に根ざし

て長期にわたり観光地域づくりの中核となる人材の育成・確保や戦略の実施に要

する安定的かつ継続的な財源が必要ですが、ＤＭＯの母体の多くが観光協会等と

なっており、それらの経営基盤は脆弱なものが多いため、財源の確保について、

公的な支援が必要であります。 

ＤＭＯの形成と、継続的な発展を促進するため、下記の事項を実施するよう

要望いたします。 

 

記 

 

１ ＤＭＯとしての活動を確立するため、地域の観光産業を支える専門人材及び

スタッフ人材の長期的な育成や確保・定着について、財政措置をはじめとす

る十分な支援を行うこと。 

 

２ ＤＭＯが策定した戦略に基づき実施する、地域資源の磨き上げや観光客の受

入体制の整備等の各種の取組について、各省庁が連携し、財政措置をはじめ

とする十分な支援を行うこと。 
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持続可能な観光地域づくりに向けた支援について 

 
＜提案・要望先＞ 国土交通省、観光庁 
 
＜提案・要望の内容＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響で低迷した観光需要については、回復傾向に

あるものの、コロナ禍において借り入れた資金の返済をはじめ、人手不足やロシ

アによるウクライナ侵略など世界規模での不確実性の影響を受けた物価高騰など

への対応、さらには、感染症拡大を契機とした、ライフスタイルや価値観の多様

化や、団体旅行から個人旅行への転換、ワーケーション等の新たな旅のスタイル

の普及など、旧来の観光地では、対応しきれないニーズが生まれており、今後、

観光業界においては、事業再構築を含めた事業継続や生産性向上に向けた取り組

みを講じていく必要があります。 
観光業界がこの苦境を乗り越え、反転攻勢につなげるためには、人手不足や原

油価格高騰等の危機に対して強靭で持続可能な観光地域づくりを進めていく必要

があるため、下記事項を実施するよう要望いたします。 
 

記 

 

宿泊事業者をはじめとした観光業界では、コロナ禍での従業員の離職によりさ

らに深刻化した人手不足に加え、物価高騰の長期化による影響など依然として厳

しい状況にあることから、生産性向上や観光資源の高付加価値化、省エネルギー

化など、持続可能な観光地域づくりに向けた観光事業者の取組について、積極的

に支援を講じること。 
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ジャイアントパンダの誘致について 

 
＜提案・要望先＞ 外務省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

本県では、中国との国際交流や、経済交流の促進をはじめ、深刻な人口減少に

直面している県北地域の交流人口拡大や本県の魅力向上など、様々な効果をもた

らすものとして、ジャイアントパンダの誘致活動に取り組んでおります。 

令和元（2019）年に県や県議会、日立市、茨城県日中友好協会などを構成員と

した「いばらきパンダ誘致推進協議会」を立ち上げ、国内外での要望活動や機運

醸成に取り組むなど、官民連携により中国との交流を積み重ねてまいりました。 

本年４月には、本県と中国・陝西省との友好県省関係の発展に関する覚書を締

結したほか、10 月には、本県において、「第 18 回日中友好交流会議」の開催が予

定されており、更なる友好交流を進めていくこととしております。 

 つきましては、中国との国家間の友好交流の象徴として、本県のジャイアント

パンダ誘致活動を効果的に推進するため、下記事項を実施するよう要望します。 

 
記 

 
本県と中国・陝西省との友好県省関係の発展に関する覚書締結を契機とした本

県へのジャイアントパンダ貸与について、中国政府へ要望を行うこと。 
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霞ヶ浦・北浦、涸沼に係る総合的な環境保全対策の 

充実強化について 

 

＜提案・要望先＞ 環境省、国土交通省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県は、霞ヶ浦をはじめとする豊かな湖沼環境を有しており、これまで、水

質の浄化や生物多様性の保全など湖沼をとりまく環境問題に取り組んできたとこ

ろであります。 

霞ヶ浦については、５年毎に策定する「霞ケ浦に係る湖沼水質保全計画」や、

平成 19（2007）年度に制定した「茨城県霞ケ浦水質保全条例」に基づき、平成

20（2008）年度に導入した森林湖沼環境税を活用しながら、生活排水対策や農地、

畜産対策を重点的に取り組んでいるところです。 

その結果、流域の汚濁負荷量の削減は進んでいるものの、霞ヶ浦の湖内の 

ＣＯＤは概ね横ばいで推移しており、依然として同計画に位置付ける長期ビジョ

ンとは隔たりがあります。 

このため、流域の負荷削減対策とともに、湖内対策にも一層取り組む必要が

あります。 

また、令和６年（2024 年）度には、アオコの回収に至った平成 23（2011）年

度から平成 25（2013）年度以来の発生状況となったことから、環境や水質への

悪影響を防止するため、迅速な対応が求められております。 

一方、関東唯一の汽水湖である涸沼は、スズガモなどの多数のカモ類をはじ

め 88 種以上の鳥類が確認されているほか、魚類ではニホンウナギ、昆虫類では

ヒヌマイトトンボなどの絶滅のおそれのある種の生息が確認されており、平成

27（2015）年５月には、特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地として、そ

こに生息する動植物の保全と、その賢明な利用を促進することを目的とするラム

サール条約へ登録されたところです。 

つきましては、霞ヶ浦に係る環境を保全し、持続可能な利用を図るとともに、

地域と一体となった涸沼の豊かな自然環境の保全と賢明な利用を通した地域振興

を図るため、下記事項について要望いたします。 

 

記 

 

１ 湖内対策等の推進について 

霞ヶ浦・北浦については、管理者である国において、水質浄化等のため次

の措置を講ずること。 
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（１）これまで実施してきたしゅんせつや覆砂などの試験結果を踏まえ、効果的

かつ持続的な湖内対策に取り組むこと。 

特に北浦は、湖内のＣＯＤ等が高いことから、流入負荷抑制施設を速や

かに整備すること。 

（２）湖内湖浄化施設（ウェットランド）の整備を図るとともに、既存施設のモ

ニタリング調査を実施し、必要に応じ堆積土砂の除去や施設改良を行うこ

と。また、環境や景観にも配慮した湖岸植生や砂浜の保全・再生に努める

こと。 

（３）巡回監視によるアオコの発生状況の確認を行うとともに、アオコの発生又

はそのおそれがある場合は、速やかにフェンスの設置や送水ポンプの運転

等による河川への遡上防止及び回収を図ること。また、送水ポンプ等は、

老朽化がみられることから、更新等に向けた対応を早急に図ること。 

 

２ 水質保全意識の高揚等について 

水質保全に関する知識の普及と意識の高揚を図るため、霞ヶ浦水質浄化の

ための各種対策の実施状況やその効果について、積極的な情報発信を行うこ

と。 

また、県や市町村と連携し、県民や市民団体による水質保全活動を支援す

ること。 

 

３ 高度処理型浄化槽の設置促進について 

富栄養化の原因である窒素・リンの除去能力が高い高度処理型浄化槽の設

置を一層促進するため、今後も必要な予算を確保すること。 

 

４ 涸沼の保全と賢明な利用、それらを支える交流・学習を推進する拠点施設

「涸沼水鳥・湿地センター」については、令和６（2024）年 11 月に開館した

ところであるが、国においては、全国で１２カ所ある水鳥・湿地センター間

の連携を図る仕組みを構築するなど、同センターの有効活用や地域の活性化

に向けた地元自治体の取組を支援すること。 
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有害動植物対策の技術的・財政的支援について 

 
＜提案・要望先＞ 環境省、農林水産省、国土交通省 
 
＜提案･要望の内容＞ 

国においては、農林水産業や生態系等に深刻な影響を及ぼすニホンジカ・イノ

シシについて、平成25年(2013年)度に10年間で個体数を半減させる目標を設定し、

抜本的な鳥獣捕獲強化対策に取り組んできたところですが、令和３年(2021年)度

の推定個体数の実情を踏まえ、令和５年(2023年)度にシカ・イノシシの更なる捕

獲強化対策と捕獲目標の見直しを行ったところです。 

また、クマについても、全国的な被害拡大を踏まえ、令和６年(2024年)度に新

たに指定管理鳥獣に追加され、その対策について強化が図られていくこととなっ

たところです。 

こうした中、その対策を進めるにあたっては、必要な予算が確保されることが

重要であります。 
 一方、近年、特定外来生物に指定されている動植物が急速に繁殖・拡散してお

り、生態系の破壊や農業被害など様々な影響が懸念されます。 

外来水生植物のナガエツルノゲイトウやクビアカツヤカミキリ及びツヤハダ

ゴマダラカミキリなどの外来カミキリについては、効果的・効率的な防除方法が

確立されておらず、また、長期間にわたり継続して防除を実施する必要があり相

当額の経費を要するため、本県を含め全国的な課題となっており、国が前面に立

って対策に取り組む必要があります。 

特に、国の交付金制度においては、高額となるナガエツルノゲイトウ対策にと

って予算規模が不足しているとともに、防除事業以外の地方独自の有効利用策の

検討や駆除技術の調査研究などが対象外となっていること、また、防除事業計画

の承認手続に時間を要することなどが課題となっております。 
つきましては、有害動植物や特定外来生物による被害の防止を図るため、下記

のとおり要望いたします。 

 
記 

 

１ ニホンジカ、イノシシ等の適正管理の目標達成に向けて、さらに捕獲圧を高

めるため、指定管理鳥獣捕獲等事業に係る交付金のさらなる拡充を図ること。 

 

２ ナガエツルノゲイトウについて、国が主体となって抜本的な駆除・処分方法

を早急に開発するとともに、国内外の防除等に関する情報を収集し、地方公共

団体への提供を行うこと。 
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３ 特定外来生物防除事業交付金については、ナガエツルノゲイトウの駆除後の

有効利用策の検討や駆除技術の調査研究に関する取組など防除事業以外も対

象経費に含めた上で、財政措置の大幅な拡充を図ること。 

 

４ 地方公共団体がより活用しやすいよう交付手続の簡素化を図るとともに、年

度当初からの事業着手を可能とするよう承認までの期間を短縮すること。 

 

５ 国管理河川におけるナガエツルノゲイトウの繁茂拡大を防止するため、国が

防除対策を推進すること。 
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地球温暖化対策の充実と地域社会と共生した 

再生可能エネルギーの導入促進について 

 

＜提案・要望先＞ 環境省、経済産業省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

パリ協定の目標達成に向け、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の基本

理念である「2050 年までの脱炭素社会の実現」のためには、国と地方自治体、

事業者等多様な主体の連携を強化することが重要であります。 

本県は温室効果ガス排出量の約６割が産業部門からの排出であり、その大部

分は現在の技術では化石燃料からの脱却が困難な業種からの排出であることから、

脱炭素社会を実現するためには、産業部門の抜本的なエネルギー構造転換が必要

です。 

また、再生可能エネルギーについては、固定価格買い取り制度開始以降、本

県では太陽光発電施設が急速に拡大し、全国第１位の導入量となっています。一

層の普及促進のためには、適正な導入等とともに、地域の活性化につながる仕組

みをつくる必要があります。さらに、国においては、地方公共団体が保有する施

設を含む公共部門における太陽光発電の導入目標を設定し、地方公共団体におけ

る導入推進を図ることとしております。 

つきましては、地球温暖化対策について、より積極的かつ具体的な施策の推

進を図るとともに、地域社会と共生した再生可能エネルギーの導入を促進するた

め、下記事項について要望いたします。 

 

記 

 

１ 県が実施する温室効果ガスの排出抑制策や気候変動の影響に対する適応策等

に対し、技術的・経済的支援を行うこと。 

（１）地方公共団体や地域地球温暖化防止活動推進センターが行う、地域及び事

業者向けの地球温暖化対策に関する普及啓発等の活動に対して、十分かつ

継続的な支援を行うこと。 

 

（２）地方公共団体や地域気候変動適応センターが行う、地域における気候変動

適応に関連する情報の収集・分析・提供等の活動に対して、十分かつ継続

的な技術的・財政的支援を行うこと。 

（３）電力の完全自由化に伴い把握できなくなった小売電気事業者ごとの都道府

県別電力需要実績をはじめ、地球温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス
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排出量の算定に必要不可欠な情報について、国の主導により開示する仕組

みを作ること。 

 

（４）地方公共団体の保有する施設における、太陽光発電設備等の再生可能エネ

ルギーの導入に対して、十分かつ継続的な財政的支援を行うこと。 

 

２ 地域社会と共生した再生可能エネルギーの導入を促進するための仕組み等を

構築すること。 

（１）電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（Ｆ

ＩＴ法）の認定を受けない再生可能エネルギー発電施設について、適正導

入に繋がるよう、安全性を担保するための設備の義務付けや、国による設

備情報、導入容量の公表等、ＦＩＴ法と同様の仕組みを構築すること。 

 

（２）ＦＩＴ法に基づく認定を行う際、地域の小売電気事業者が、発電した電気

の一部を地域で活用することを認定要件とするなど、再生可能エネルギー

の導入が地域の活性化につながるような仕組みを構築すること。 

 

（３）洋上風力発電の導入において、主要な利害関係者が県域を越えて存在する

場合の利害関係者との調整などに、国も主体的に取り組むこと。 
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次世代自動車の普及促進に向けた 

急速充電インフラ整備の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 経済産業省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

令和５年(2023 年)10 月に経済産業省より「充電インフラ整備促進に向けた指

針」が策定されました。指針において、これまで 2030 年までに 15 万口とされて

いた充電器の設置目標が 30 万口に倍増され、このうち、急速充電器については、

現状の全国の設置数約 9,000 口に対して設置目標を３万口とすることや、平均的

な出力を現状の約２倍の 80kW まで引き上げることとされております。 

一方で、高出力の急速充電器の設置には多額の費用負担が必要となること、

維持費用が高額になること、一般的な充電器の耐用年数が８年程度とされている

こと等から、近年、国補助金が増額されておりますが、補助金を活用してもなお、

設置者の負担が大きいという課題があります。 

充電インフラの普及促進のためには、地方自治体や民間事業者が連携して公

共施設や商業施設等に率先して導入することも重要であることから、電気自動車

やプラグインハイブリッド車等の次世代自動車の普及促進に向け、急速充電イン

フラの整備を推進するため、下記事項を実施するよう要望いたします。 

 

記 

 

電気自動車の急速充電インフラ整備に係る補助制度について、上限額の撤廃

や補助率の引き上げなど拡充を図るとともに、必要な予算の確保を図ること。 
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本県の臨海部におけるカーボンニュートラルの推進並びに 

鹿島臨海工業地帯の競争力強化及び強靭化について 

 

＜提案・要望先＞ 経済産業省、厚生労働省、国土交通省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県の産業拠点である鹿島臨海工業地帯は、鉄鋼や石油化学などの基礎素材

産業が集積し、本県の製造品出荷額等の約２割を占めるほか、地域の雇用の場と

しても重要な役割を果たしております。また、首都直下型地震の際にエネルギ

ー・食糧・基礎素材供給のバックアップ拠点となり得るなど、わが国の産業基

盤・ライフラインの強靱化に資する機能を備えています。 

しかしながら、国内需要の低迷や国際競争の激化等の要因はもとより、カー

ボンニュートラルへの対応も迫られるなど、コンビナートの事業環境は大きな変

革期に直面しており、特に鹿島臨海工業地帯においては、日本製鉄が令和６年

(2024 年)度末に鹿島地区の高炉１基を休止するなど、事業拠点の再編・集約化

が進む中で、生産過程を結合させたコンビナートの機能が失われ、地域経済や雇

用へ大きな影響が及ぶおそれもあります。 

また、操業開始から 50 年以上が経過し、生産設備等の老朽化対策が喫緊の課

題となっているほか、東日本大震災の際に長期の操業停止を強いられたことを踏

まえ、生産設備の更新やパイプラインの耐震化、津波・液状化対策等にも重点的

に取り組む必要があります。 

加えて、本県は、産業系のＣＯ２排出比率が約６割と全国と比べて高く、そ

のうち約９割が臨海部の事業場から排出されているという特徴があることから、

カーボンニュートラルの実現に向けては、臨海部におけるエネルギー転換等の取

組が重要であると考えております。 

このような中、本県は、令和２年(2020 年)度に立地企業等と協力して「鹿島

臨海工業地帯の競争力強化に向けた将来ビジョン」を取りまとめ、コンビナート

の競争力強化に向けた方向性の共有を図るとともに、令和３年(2021 年)度には、

カーボンニュートラル社会において高い競争力を持つ骨太な産業の創出を図る

「いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出推進プロジェクト」を立ち上げ、

官民学の連携基盤となる協議会の設置やカーボンニュートラル対応に取り組む企

業に対する総額 250 億円に及ぶ支援体制の構築等を行ったところです。 

また、令和５年（2023 年）３月には、２つの重要港湾を活かしたクリーンエ

ネルギーの拠点化を公表したところであり、その第一歩として本県を起点とした

広域サプライチェーン構築にむけ「アンモニアサプライチェーン構築・利用ワー

キンググループ」を設置し、民間企業と議論を進めております。これらに加え脱
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炭素燃料拠点の構築に向けた民間主導による実行可能性調査の支援を行うなど、

産業分野の多様なエネルギー需要に応えることとしております。 

国においても、産業基盤の強靱化と一層の競争力強化を図るため、下記事項

を実施するよう要望いたします。 

 

記 

 

１ 臨海部のカーボンニュートラル推進に向けた財政的支援 

本県が目指す茨城港・鹿島港という２つの重要港湾を活かしたクリーン

エネルギーの一大拠点化や、水素・アンモニア等のクリーンエネルギーの

サプライチェーン構築につながる共用インフラの整備、個社の設備投資、

ＣＣＳバリューチェーン構築などに対し、国民的理解の醸成はもとより、

財政的支援の充実を図ること。 

特に、現在、水素社会推進法に基づき、ファーストムーバーへの拠点整

備支援及び価格差支援に向けた取組が進展しているが、２０３０年の供給

開始に向けた課題は多く、ファーストムーバーによるカーボンニュートラ

ル燃料の安定的調達には限りがあると見られること、また、本県での水素

やアンモニアの需要量は２０４０年にかけて拡大していくと見られること

などから、民間企業の取組を強力に後押しするため、早期にセカンドムー

バー支援の充実を図ること。 

 

２ コンビナートの国際競争力強化・強靭化に向けた支援 

ＩоＴやＡＩ、ドローン等の新たな技術を活用したスマート保安の更な

る推進に関する取組への支援を図ること。 

また、企業が行う国際競争力強化に向け、東関東自動車道水戸線の鹿島

臨海工業地帯周辺へのアクセス向上に取り組むことなどにより、カーボン

ニュートラル産業拠点としての競争力強化を図ること。 

   加えて、生産設備の更新やパイプラインの耐震化、津波・液状化対策など、

企業が行う強靱化対策への支援を図ること。 

さらに、電気料金のさらなる低廉化やグリーン電力の安価かつ安定的な

供給に向けた取組を進めること。 

 

３ 日本製鉄鹿島地区の高炉縮小方針を踏まえた影響最小化のための措置 

日本製鉄鹿島地区の高炉縮小により地域経済や雇用への大きな影響が想

定されることから、地域経済への影響を最小化するための措置、カーボン

ニュートラルに対応するための大型電炉・水素還元製鉄の技術開発や地域
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の新産業創出に向けた取組への支援等を実施すること。 
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カーボンニュートラル社会の実現に向けた支援について 

 

＜提案・要望先＞ 経済産業省、環境省、文部科学省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

政府が令和７年(2025 年)２月に閣議決定した 2040 年に向けた政策の方向性を

示す「ＧＸ2040 ビジョン」では、エネルギー安定供給確保、経済成長、脱炭素を

同時実現するため、脱炭素電源や水素等の新たなクリーンエネルギー近傍への産

業集積を加速するＧＸ産業立地の方針が示されております。 
本県は、ＬＮＧ基地を有する茨城港日立港区や石炭火力発電所を有する茨城港

常陸那珂港区、鉄鋼や化学をはじめ幅広い産業が集積する鹿島港といった港湾を

有しておりますほか、再生可能エネルギーの導入量が全国 1 位であるなど、多様

な脱炭素電源があるとともに、水素等の需要と供給を大量に生み出す可能性を有

しております。 
また、つくばや東海、大洗地区には水素等の利活用やカーボンリサイクルに関

する技術開発に取り組む研究施設が集積しており、水素等の製造、輸送、貯蔵、

利用の各段階で必要となる技術開発に貢献できるポテンシャルを有しております。 
県といたしましては、水素等の利活用やカーボンリサイクルに関して、本県が

有する脱炭素電源や技術シーズ等の地域資源を最大限に活用しつつ、大規模な需

要創出や効率的なサプライチェーン構築に向けた体制を整備し、今後の我が国の

経済成長を牽引するＧＸ産業拠点の形成を図ってまいりたいと考えております。 
つきましては、下記事項について特段の御配慮を願います。 

 
記 

 

水素・アンモニア等の新エネルギーの利活用を中心とした脱炭素技術の開発・

実証から実装及び拠点整備やＧＸ産業立地の取組について、臨海部をはじめとす

る本県リソースを最大限に活用できる施策を講じること。 
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高温ガス炉の実証炉開発・建設の促進について 

 

＜提案・要望先＞ 経済産業省、文部科学省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

高温ガス炉は、高温熱を活かした準国産のカーボンフリーの水素や熱の供給

により、製鉄や化学などの素材産業の脱炭素化への貢献が期待されることから、

国は、将来的にコスト競争力のある水素の製造可能性を有する高温ガス炉の技術

開発を促進し、産業競争力の向上を図っていくこととしております。 

本県に立地している日本原子力研究開発機構大洗原子力工学研究所の   

ＨＴＴＲ（高温工学試験研究炉）では、カーボンフリーの水素製造に活用し得る

９５０℃の高温熱の生成を世界で初めて達成するとともに、２０２４年３月には、

原子炉出力１００％の運転中に原子炉を冷却できない状況を引き起こしても、自

然に原子炉出力が低下し、安定な状態を維持することを確認する実証試験にも世

界で初めて成功しております。さらに２０２５年３月には、日本原子力研究開発

機構は、ＨＴＴＲと水素製造施設を接続するための原子炉設置変更許可申請を原

子力規制委員会に提出したところです。 

国においては、これまで積み上げられてきた高温ガス炉の研究開発の成果を

基礎として、ＨＴＴＲを活用した水素製造試験に向けた更なる挑戦を行うととも

に、産業界との幅広い連携により、２０３０年代後半の実証炉運転開始を目指し、

その開発を産学官で進めていくこととしております。しかしながら、実証炉開発

の司令塔組織となる実施主体及び実証炉設置場所の選定には至っておりません。 

本県においては、県のＣＯ２排出量の約６割を占めている産業部門における

排出削減と経済成長を、同時に実現していくことが極めて重要であることから、

２０２１年に「いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出プロジェクト」を立

ち上げ、水素等のクリーンエネルギーを活用した企業のエネルギー構造転換など

に向けた取組を支援しているところです。 

その実現に向けては、水素がカーボンフリーで大量かつ安価に製造、供給さ

れることが重要であり、ＨＴＴＲによる水素製造試験の成功は、将来的には、本

県が水素供給に大きな優位性を持つ可能性があると期待しているところです。 

つきましては、下記事項について特段の御配慮を願います。 

 

記 

 

高温ガス炉の実証炉開発・建設は、ＨＴＴＲにおける研究開発の成果を活用

しながら並行して進めていくものであることから、現在の研究開発体制・成果・
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立地を最大限活かすことができるとともに、臨海部などに大きな水素需要が見込

まれる茨城県内に実証炉を設置すること。 

また、２０５０年カーボンニュートラルの実現に資するためには、２０３０

年代後半の実証炉運転開始目標を着実に達成する必要があることから、実施主体

及び設置場所の早期選定に向けた議論を加速すること。 
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循環型社会形成の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 環境省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県は、循環型社会の形成を推進するため、プラスチック資源の分別収集の

取組拡大を図るとともに、ケミカルリサイクルの事業化を目指す県内事業所等

と連携し、より効果的・効率的な再商品化の実現を目指した取組みを進めてお

ります。 

また、金属スクラップ等の再生資源物については、屋外保管の適正化を図る

条例を全国に先駆けて制定するなど、再生資源物の適正な循環利用を実現する

ための環境整備にも積極的に取り組んでいるところです。 

しかしながら、これらの取組をより効果的に推進するためには、住民や事業

者の理解促進はもとより、分別収集に係る市町村の負担軽減、外部からの目を

意識することによる不適正保管の防止、悪質な事業者への抑止力の確保など、

様々な課題を解消する必要があります。 

 つきましては、循環型社会の形成の推進を図るため、下記のとおり要望いた

します。 

記 

 

１ プラスチック資源循環に必要となる財源の拡充 

市町村が実施する製品プラスチックリサイクルに係る分別収集・再商品化の

取組みを促進するため、特別交付税措置を拡充し、市町村の経費負担の軽減を

図ること。 

 

２ 再生資源物の屋外保管の規制強化について 

金属スクラップ等の再生資源物の屋外における適正保管を強力に進めるた

めには、条例の罰則では地方自治法による上限規制があり、十分な抑止力が確

保できないことから、速やかに法制化を行うこと。 

法制化にあたっては、屋外保管の状況を確認できる構造とすることや、悪質

な事業者に対し厳罰を科すことができる規定を設けること。 
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医師の確保について 

 
＜提案・要望先＞ 厚生労働省、文部科学省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

本県の医師偏在指標は全国平均を大きく下回り、二次保健医療圏単位で見ても

９医療圏のうち８医療圏が全国平均を下回っており、さらに６医療圏が医師少数

区域となっております。  

また、診療科別で見ても、小児科や産婦人科はもとより、内科及び外科等の基

本的な診療科においても、全県的に医師が不足するなど、本県の医師不足は極め

て深刻であります。 

厚生労働省では、令和 11 年(2029 年)頃には全国で医師の需給が均衡すると推

計し、医師の養成数を抑制する方針をとられていますが、医師の働き方改革や女

性医師数の増、医療の高度専門化により医師を取り巻く状況は先行きが不透明な

状況であり、また、深刻な医師不足の状況にある地方においては、先般の新型コ

ロナウイルスのような新興感染症が発生した場合には、医療現場の崩壊を招きか

ねないことから、これらを踏まえた需給推計の検証や対策が必要です。 

さらに、これまで臨床研修や専門研修の定員にシーリングを設定するなどの偏

在対策が講じられてきたものの、依然として大都市部と地域における医師の偏在

は顕著であり、その差が縮まらない状況にあります。国においては、令和６年 12

月に医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージを示されたところですが、

地域ごと・診療科ごとに真に必要な医師数を算定した上で定員を設定するなど、

既成概念にとらわれない抜本的対策を講じる必要があるものと考えております。 

以上のことから、下記のとおり要望いたします。 

 
記 

 
１ 医師の偏在対策について 

（１）国の指針において、都道府県は医師偏在指標を用いて医師少数区域及び医

師多数区域を設定し、その分類に応じて医師確保対策を実施することとされ

ているが、医師偏在指標は、あくまで医師の多寡を相対的に示したものにす

ぎないことから、地域ごと・診療科ごとに真に必要な医師数を算定した上で

定員を設定するなど、国が主体的に実効的な対策を講じること。 

 

（２）地域及び診療科の医師偏在解消に向け、診療報酬における対策として、医

師の多寡に応じた地域別単価の導入、過重な負担がかかる医師不足地域の拠
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点病院の勤務医や政策的ニーズの高い又は高度な医療技術を必要とする医

療分野に従事する医師個人へのインセンティブ（ドクターフィーの導入な

ど）を設定するなど、抜本的な対策を講じること。 

また、臨床研修医の募集定員設定における大都市部等に対する激変緩和措

置の速やかな廃止や、専攻医募集定員に係るシーリングの厳格な運用など、

医師養成課程における偏在対策を強化すること。 

 

（３）大学が地域医療の確保・充実に対する責務を果たすため、地域医療を担う

医師の養成や医師が不足している医療機関・診療科への医師派遣などに主体

的に取り組むよう、国が責任を持って大学への指導や制度改正を講じること。 

 

２ 医師総数の確保について 

（１）働き方改革や女性医師数の増、医療の高度専門化など、今後の医師を取り

巻く状況の変化を考慮するとともに、新型コロナウイルスのような新興感染

症が発生した場合においても適切な医療が提供できるよう、地域医療のあり

方や医療機関に求められる機能・役割を抜本的に見直した上で、医師需給推

計の検証を行っていくこと。 

 

（２）医師の確保に当たって、単に地域間の医師の奪い合いを招くことのないよ

う、また、新型コロナウイルスのような新興感染症が発生した場合において

も地域の医療提供体制を確保できるよう、これまで臨時的に増員された大学

医学部における定員を恒久的な措置とするとともに、医学部新設や既設医学

部の大幅な定員増など、医師数全体の底上げを図ること。 

また、地域枠制度を延長するとともに、都道府県が大学に対して、地域枠

の設置や増員を要請するに当たっては、必要数を確実に確保できるよう、国

が実効性のある指導や環境整備を行うこと。併せて、大学から地方公共団体

に負担を求めることなく必要な教育を行えるよう、大学に対して国が十分な

財政的措置を講じること。 

 

３ 都道府県への十分な財政的措置について 

都道府県において、必要な医師確保対策を継続して実施できるよう、地域

医療介護総合確保基金による十分な財政的措置を講ずること。その際、地域

医療介護総合確保基金が充当可能な範囲については、各都道府県の実情に応

じた施策への充当を認めること。 

- 34 -



 
 

福祉人材確保のための職員の処遇改善等について 

 
＜提案・要望先＞ 厚生労働省、こども家庭庁、文部科学省 
 

＜提案・要望の内容＞ 

少子高齢化が進展し労働力人口が減少する中、福祉サービスの維持に向けては、

福祉人材の確保・定着が重要であり、そのためには、更なる処遇改善を図る必要

があります。 

また、介護・障害・保育施設は、食材費や光熱費等の高騰により大きな影響が

生じ、厳しい経営を強いられていることから、物価高騰への対策を講じる必要が

あります。 

施設の運営費が、国の定める公的価格により措置されていることを踏まえると、

職員の処遇改善や物価高騰への対応は、国が統一して対応すべき課題であります。 

地方自治体が独自に財政負担を行う必要のない給与水準となるよう、また施設

が利用者に安心・安全で質の高い福祉サービスを提供できるような公的価格とな

るよう、下記のとおり要望いたします。 

 

記 

 

１ 介護・障害福祉施設の職員や保育士等の給与が他の業種と比較し十分な水準

となるよう、更なる給与の底上げを図ること。その際には、給与水準が高い都

市圏等に地方の人材が流出することのないよう、十分配慮すること。 

 

２ 介護・障害福祉施設の職員や保育士等の処遇改善に必要な財源は、国が責任

を持って必要な額を確保すること。 

 

３ 介護・障害・保育施設が安定的に事業を継続できるよう、介護報酬等の公的

価格に物価高騰の影響を適時適切に反映すること。 
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医療保険制度の見直しについて 

 

＜提案・要望先＞ 厚生労働省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

医療保険制度については、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革

の推進に関する法律」に基づき国民健康保険制度の改革をはじめとした見直しが

進められてきたところであるが、住民生活をはじめ、都道府県の財政や組織体制

等地方自治に極めて重大な影響を及ぼすものであることから、今後も国において

は地方の十分な理解を得た上で医療保険制度の改革等を着実に行うことについて、

下記のとおり要望いたします。 

 

記 

 

国民健康保険制度については、高齢化の進展等に伴う医療費の伸びや、「こど

も未来戦略」に基づき令和８年（2026 年）度に創設する「子ども・子育て支援

金制度」等により、被保険者の負担の増大が見込まれることから、将来にわたり

持続可能な制度となるよう、国が責任を持って、保険料負担の平準化や都道府県

への財政支援策等を講じ、医療費の増嵩に耐え得る財政基盤の確立を図ること。

その際、平成 27 年(2015 年)１月 13 日社会保障制度改革推進本部の決定に基づ

く財政支援について、今後も国の責任において確実に行うこと。 

また、子どもに係る均等割保険料の軽減措置の拡充や地方単独事業による医

療費助成に係る国庫負担の減額調整措置の廃止等、国保基盤強化協議会において

地方が提案している方策の実現を図ること。 

後期高齢者医療制度については、しっかりとした将来推計による財政試算の

もと、安定的な運営ができる制度とすること。 

これらの制度改正に際しては、地方の意見を十分に尊重し、新たな地方の負

担が生じることのないようにすること。 
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非稼働病床の活用について 

 
＜提案・要望先＞ 厚生労働省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

加速する人口減少時代においては、生産年齢人口の減少や高齢人口の増加など、

将来的な人口構成の変化に対応した医療提供体制を構築することが求められてお

り、地域の需要や医療資源の状況などを踏まえながら、必要な病床の整備に向け

た取組を行うことが重要であります。 

この点、医療法に規定される基準病床数制度によれば、二次医療圏における既

存病床数が基準病床数を上回る「病床過剰地域」においては、医療機関が地域の

需要に対応するために増床等により規模を拡大し、必要とされる医療機能の強化

を図ることは事実上困難な状況にあります。 

また、「病床過剰地域」であっても医療機能の効率化に向け、医療機関間の病

床融通を可能とする特例として、地域医療連携推進法人制度があるものの、非稼

働病床を融通した医療機関に対する支援がなく、制度の活用が進んでいないのが

実情です。 
将来の人口構成の変化に対応した医療提供体制を構築するためには、医療従事

者の不足等により現状活用されていない非稼働病床を削減するだけではなく、地

域における協議のもと、増床等の意向のある医療機関へ円滑に病床を融通してい

くことで有効活用し、医療機能の集約化・機能強化を図っていくことが必要であ

ると考えております。 

以上のことから、下記のとおり要望します。 

 
記 

 
１ 地域医療連携推進法人制度を活用した場合の病床融通においても、融通した

医療機関に対し、病床削減に係る既存の補助金の支給対象とするなど、必要な

支援を行うこと。 

 

２ 医療機関側が医療従事者の人員不足などを理由に、非稼働病床の活用が進ま

ない状況を踏まえ、基準病床数制度における「病床過剰地域」であっても、都

道府県が主体となって、増床を希望する医療機関に病床を融通することが可能

となる特例制度を創設すること。 
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物価高が適時適切に診療報酬制度に 

反映される仕組みの導入について 

 

＜提案・要望先＞ 厚生労働省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

エネルギー、原材料及び資材価格の高騰によって、国が定める公定価格であ

る診療報酬等により運営する医療機関については、厳しい経営を強いられてい

るところです。 
これまで、たびたび地方創生臨時交付金等による支援や診療報酬の改定があ

りつつも、十分な措置とは言えない中で、知事会において臨時的な公定価格の

改定など、全国一律の対応を講じるよう要望してまいりました。 
しかしながら、現下の物価高は長期化し、その先行きは依然として不透明で

あることから、地域社会を支える重要な資源の一つである医療提供体制を守る

ため、下記のとおり要望いたします。 
 

記 

 
１ 物価高などに適時適切に反映される仕組みを診療報酬制度に組み込むこと。 
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医薬品の安定供給について 

 
＜提案・要望先＞ 厚生労働省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

一部の後発医薬品製造業者が製造管理及び品質管理体制の不備により医薬品

医療機器等法に基づく処分を受けたことを発端に、2021 年以降、医薬品の製造中

止や出荷の調整・停止が相次いでいます。 
この要因として、不採算品目の増加により企業が設備や人材に十分投資できて

いないことのほか、世界情勢の不安定化により輸入原材料が入手困難となってい

ることなどがあげられます。 
医薬品の供給不足のため、医療機関・薬局においては、代替となる医薬品の確

保等の業務が増大し、大きな負担となっています。 
また、患者にとっても薬が頻繁に変わるなど混乱が生じているため、医療の現

場に必要な医薬品が供給されるよう、医薬品の安定供給確保対策を講じていただ

きたく、下記について要望いたします。 
 

記 

 
１ 医薬品の品質確保のため、引き続き、国が主導的に各企業に対し、製造管理

及び品質管理体制の徹底を指導すること。 

 

２ 医薬品の安定供給確保の観点から、薬価制度の見直しのほか、医薬品の供給

不足を未然に防ぐため、国が増産等要請を行う体制について、より実効性の高

い運用を検討すること。 
 
３ 医療現場で使用可能な医薬品がリアルタイムかつ簡便に確認できるよう、国

の責任の下、一連のサプライチェーン上の供給状況をより迅速に把握すること

が可能な仕組みを早急に構築すること。 
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ＡＥＤの普及・啓発について 

 
＜提案・要望先＞ 厚生労働省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

突然の心停止などの救急事案が発生した際には、病院搬送前の救命措置が重要

ですが、ＡＥＤの使用実績は 5％前後と全国的にも低いままです。 

また、県内のネットリサーチでは、８割の人がＡＥＤは音声案内にしたがって

だれでも使用できることを知っていますが、そのうち「ＡＥＤを実際に使用でき

る」と考えているのは約４割に留まっており、ＡＥＤの使用には結びついていな

いのが現状です。 

このため、子どもから大人まで、国民誰もが適切な救命措置ができるよう、学

校現場においては、小学校でもＡＥＤ講習の義務化など、発達段階に応じた教育

の実施や、大人についても職場での救命講習の実施など、積極的な対応が求めら

れております。 

また、近年、アプリを活用し、救急現場にＡＥＤを届ける取組等が開始されて

いますが、アプリを有効に活用するためには、アプリの登録者数を増やすだけで

なく、ＡＥＤの登録情報を正確に示すマップの整備が必要です。ＡＥＤマップに

ついては、現在、各団体や各都道府県が個別に整備しており、登録数や登録情報

が分散し、緊急時に必要なＡＥＤの設置場所に速やかにアクセスできないという

課題があります。 

 このため、ＡＥＤの普及・啓発を図るため、下記事項について要望します。 

 
記 

 
１ 大人も子どもも県民誰もが心肺蘇生法やＡＥＤといった救命措置が適切にで

きるよう、自治体や企業、学校が実施する救命講習等の各種取組の支援を行う

こと。 

 

２ 医療情報ネット同様、国が主体となってＡＥＤマップの統一を行い、一元管

理を図ること。 
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介護保険制度の見直し等について 

 
＜提案・要望先＞ 厚生労働省 
 

＜提案・要望の内容＞ 

 介護サービス利用者の増加とともに、介護給付費も増加しており、県や市町村など

地方公共団体の財政圧迫をはじめ、様々な制度運用上の課題も生じてきております。

また、団塊ジュニア世代が高齢者となる 2040 年に向け、高齢社会を支える人材や施設

不足の解消も喫緊の課題となっております。 
 このような状況を踏まえ、介護保険制度をより持続可能なものとするため、地方の

意見を聴き、それを適切に反映させるよう下記のとおり要望いたします。 
 

記 

 

１ 将来にわたる介護保険制度堅持のため、全国レベルでの自立支援・重症化防止施

策の構築や、介護サービスの適切な利用の徹底など介護給付費の適正化を強く推し

進めるとともに、今後、高齢者数の増加や在宅医療と介護の連携の推進等に伴い、

介護給付に係る需要がさらに増大し、給付費の急激な増嵩が見込まれることから、

被保険者や地方の負担増につながらないよう十分な財政措置を講ずること。 

 

２ 介護人材の不足が課題となっている中、地域医療介護総合確保基金（介護分）に

ついて、地域の実情に応じて、柔軟に活用できるよう見直しをするとともに、将来

にわたり十分な財源を確保すること。 

  また、次期介護報酬の改定においても、介護職員等のさらなる処遇改善加算を行

うこと。 
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地域公共交通維持確保に向けた取組について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

鉄道、バス、タクシーなどの公共交通は、地域住民の日常の移動手段として、

また、交流人口を支える社会基盤として、大変重要な役割を果たしており、地域

住民の生活を守り、地域間交流を促進するため、公共交通の維持確保は、喫緊の

課題となっております。 

しかしながら、モータリゼーションの進展や少子高齢化・人口減少の進行を

背景に公共交通の利用者は減少傾向にあり、地域鉄道や路線バスの廃止が相次い

でいるほか、市町村では、高齢者や高校生等の移動手段を確保するため、コミュ

ニティバス等の運行等により財政負担が増加し、また、公共交通の担い手である

運転者不足も深刻な状況となっているなど、公共交通の維持確保は、現在、極め

て厳しい状況に置かれております。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機としたテレワークの普及な

ど、ライフスタイルの変化による利用者減少に加え、今般の資材不足や原材料・

原油価格の高騰は経営を圧迫し続けており、経営環境は厳しさを増しております。 

つきましては、交通事業者が持続的な事業活動を展開できますよう国の総力

をあげて支援を行うとともに、地域住民の多様なニーズに対応した、安全・安心

な公共交通の維持・確保を図るため、下記事項について特段の御配慮をお願いし

ます。 

 

記 

 

１ バス及び鉄道事業者の経営を支援し、地域公共交通の維持確保及び改善を図

るため、地域公共交通確保維持改善事業費補助金等について、以下の２点に

留意して必要な予算を確保すること。 

（１）バス 

地域特性や実情に応じた最適な生活交通を維持・確保することを支援す

るため、地域間幹線系統確保維持費国庫補助金及び地域内フィーダー系統

確保維持費国庫補助金について、運行実績に応じて十分な補助が行われる

よう、必要な予算を確保するとともに、輸送量などの補助要件の緩和を行

うこと。 
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（２）鉄道 

鉄道輸送の安全性及び利便性向上を支援するため、鉄道軌道安全輸送設備

等整備事業及び地域における受け入れ環境整備促進事業、公共交通利用環境

の革新等事業について、必要な予算を確保すること。 

また、「社会資本整備総合交付金」については、令和５年(2023 年)度から

「地域公共交通再構築事業」が創設されたとともに、「都市・地域交通戦略推

進事業」が拡充されたところであるが、地域の実情に応じた公共交通維持・

活性化の取組が着実に実現できるよう、必要な予算を確保すること。 

 

２ 公共交通の担い手の不足が顕著であるため、運転手不足の解消に向けて、バ

ス、タクシー事業者に対する二種免許取得費用の支援を継続するとともに、

特定技能外国人の受入れに向けた環境整備など、必要な予算を確保すること。

さらに、タクシー運転手の二種免許制度の抜本的な改正など社会情勢の変化

に対応した見直しを進めること。 

 

３ 原油価格の高騰や運転手不足等により、打撃を受けている交通事業者の経営

の安定と事業継続を図り、公共交通の維持・確保ができるよう、既存補助事

業の補助率の嵩上げや交通事業者に対する新たな支援制度の創設を図ること。 

 

４ 利用者の利便性向上のため、交通情報のオープンデータ化の推進や交通系 

ＩＣカード等キャッシュレス決済の導入や、脱炭素社会に向けたＥＶ車両の

導入等、公共交通のＤＸ・ＧＸが円滑に進むよう、必要な予算を確保するこ

と。 
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高病原性鳥インフルエンザ防疫対策に係る財政措置等の 

見直しについて 

 
＜提案・要望先＞ 農林水産省、総務省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

高病原性鳥インフルエンザ等の特定家畜伝染病が発生した際に実施する殺処

分等の防疫措置は、本来、養鶏業者等の家畜の所有者が行うものとされていると

ころですが、実際は、県職員などが主体となって行っているのが現状です。 

近年、大規模農場での発生が増加しており、その防疫措置にあたり、作業者の

人数、投入される資材の量は膨大となり、想定外の多額の財政需要が生じており

ます。 

また、家畜保健衛生所を始めとした農林関係職員のみならず、一般事務を担当

している多くの本県職員が、24 時間体制で何日間にも渡って複数回、防疫作業に

従事している状況にあり、従事した職員に支給する時間外勤務手当、特殊勤務手

当等にも多額の財政負担が生じております。 

さらに、県においては、迅速に防疫措置を開始するために必要な資材を一定量

備蓄しておりますが、大規模農場での発生や続発にも対応できる多量な資材の備

蓄は困難です。業者における製造や供給が間に合わない場合は、都道府県間で備

蓄資材を融通するなど調達に苦慮している状況となっております。 

ついては、地方自治体の防疫措置に対する財政措置の拡充と養鶏業者自らが財

源を確保するための仕組みの整備及び迅速な防疫措置に必要となる十分な資材を

国が備蓄する体制の整備について、下記のとおり要望します。 

 
記 

 
１ 国は、発生都道府県における負担の増加を考慮し、国庫補助率の引上げや地

方財政措置の拡充などの国の財政支援を激甚災害と同程度まで引き上げると

ともに、本病発生時の殺処分等の負担を軽減するための分割管理の導入に係る

施設整備等に対する支援措置を拡充すること。また、防疫措置に従事した自治

体職員の時間外手当や特殊勤務手当などの人件費について、国交付金等の支援

対象とする、ないしは、特別交付税の算定対象に加えるなどの見直しを行うこ

と。 

 

 

 

- 44 -



２ 国は、養鶏業者の団体に対し、団体自らが基金を積み立てて人件費や資材費

等防疫措置に必要な財源を確保する仕組みを整備するよう促すこと。 

なお、当該仕組みについて、大規模養鶏業者に対し基金への加入を義務付け

る内容とすること。 

 

３ 大規模農場での発生や続発が複数都道府県で発生した場合においても、迅速

な防疫措置を途切れることなく確実に実施できるよう、国は、十分な資材を備

蓄する体制を整備すること。 
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水資源開発事業の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

水害に強い安全・安心なまちづくり及び水資源の確保による快適で質の高い

生活環境づくりを推進するため、下記事項を実施するよう要望いたします。 

 

記 

 

１ 霞ヶ浦導水事業については、霞ヶ浦・桜川（千波湖）の水質浄化、新規都市

用水の確保、渇水対策の観点において必要不可欠であるため、徹底したコス

ト縮減を図るとともに、早期完成に向けて工期短縮に努めること。 

  また、工期内であっても石岡トンネル等施設が完成次第、試験的にでも活用

するなど早期の効果発現に努めること。 

 

２ 思川開発事業については、治水・利水の両面から必要不可欠であるため、徹

底したコスト縮減を図るとともに、工期内完成を厳守すること。 
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神栖市におけるヒ素汚染対策について 

 

＜提案・要望先＞ 環境省、農林水産省、消費者庁 

 

＜提案・要望の内容＞ 

神栖市におけるヒ素汚染事案については、平成 15 年(2003 年)の閣議了解及び

閣議決定に基づき、国において健康被害者に対する支援策をはじめ、地下水浄化

処理などの各種対策が講じられているところであります。 

これらの対策のうち、平成 15 年(2003 年)度から実施されている健康被害に係

る緊急措置事業については、令和５年(2023 年)６月に、令和 11 年(2029 年)３月

までの事業継続が決定され、また、平成 20 年(2008 年)度から実施された高濃度

汚染対策事業については、当初からの目標であったＡ井戸周辺の有機ヒ素化合物

の約 90 パーセント以上が除去されるなど、一定の進展が見られたところであり

ます。 

しかしながら、依然として地下水中からは有機ヒ素化合物が基準を超えて検

出され、また、汚染ほ場においては米の作付自粛を余儀なくされており、地域住

民の不安が払拭できない状況にあります。 

一方、平成 24 年(2012 年)５月に公害等調整委員会からヒ素汚染がもたらした

被害に係る責任裁定がなされ、県は、被害者の置かれている状況を考慮し、和解

により問題の早期解決を図っておりますが、被害者は、今後とも国の支援を強く

望んでいるところであります。 

つきましては、国として適切な対策が講じられるよう、下記事項について要

望いたします。 

 

記 

 

１ 神栖市におけるヒ素汚染については、健康被害の発症メカニズム、治療法等

を含めた病態の解明や住民の健康不安の解消には至っていないため、緊急措

置事業を引き続き実施すること。 

また、有機ヒ素化合物の人体影響及び治療方法について、調査研究を継続

的に進めるとともに、被害者の方々の意向を踏まえ、長期的な健康管理体制

を確立すること。 

 

２ 安全基準の指標として、米に含まれる有機ヒ素化合物の指針値（一日許容摂

取量など）を早急に策定すること。 

また、指針値に基づき、有機ヒ素化合物の農地土壌や農業用井戸水（地下
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水）に対する基準値を定めるとともに、作付けが早期に再開できるよう有機

ヒ素化合物の減衰促進のための対策を実施すること。 

 

３ 地下水中の有機ヒ素化合物の存在の状況を確認するため、引き続き十分なモ

ニタリングを実施すること。 
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有機フッ素化合物（PFAS）対策の推進について 

 
＜提案・要望先＞ 環境省、農林水産省、内閣府 
 
＜提案・要望の内容＞ 

有機フッ素化合物（PFAS）は、その性質から様々な用途に使用されてきたが、

その一つである PFOS 及び PFOA は、環境や食物連鎖を通じて人の健康等に影響を

及ぼす可能性が指摘されており、本県では一部の公共用水域や地下水で暫定指針

値を超えて検出されるとともに、地下水を水源とする飲料水からも水質管理目標

設定項目の暫定目標値を超えて検出されている。 
国では、令和６年（2024 年）11 月に地方公共団体向けに、暫定指針値を超え

て検出された場合の「PFOS 及び PFOA に関する対応の手引き（第２版）」を示し

ているが、本県の暫定指針値超過地点周辺には、手引きに記載されている原因と

なり得る施設は確認されておらず、現時点で原因の特定には至っていない。また、

調査や対策を行う地方公共団体の財政的な負担も大きい。 

国は、令和５年（2023 年）７月にとりまとめた「PFAS に関する今後の対応の

方向性」を踏まえた、水質の暫定目標値の取扱いの検討や環境モニタリングの強

化のほか、農畜水産物の調査に取り組んでいるが、PFAS の健康影響に関する科学

的知見や存在状況、分析方法及び対策技術の情報等が十分ではなく、国民の健康

影響等への不安を払拭するには至っていない。 

こうしたことを踏まえ、下記事項を実施するよう要望します。 

 
記 

 

１ PFAS について、引き続き国内外の健康影響に関する知見の集約に努めるとと

もに、新たな知見について、速やかに情報提供すること。 

 

２ 公共用水域及び地下水に係る調査結果の一体的な解析・研究を進め、健康へ

の影響に係る知見に応じた公共用水域及び地下水に係る評価指標の取扱いを

早急に確立すること。 

 

３ 環境中で PFOS 及び PFOA による汚染が発見された場合における排出源特定の

ための調査や汚染の拡散防止策等について、具体的な方法を早急に示すととも

に、地方公共団体等が行う取組に対し、十分な財政措置や技術的支援を講ずる

こと。 
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４ 土壌汚染の状況を踏まえ、土壌に係る評価指標及び土壌汚染対策（未然防止

及び浄化対策）の検討を進めること。また、令和５年（2023 年）７月に示され

た土壌中の PFOS 及び PFOA の暫定測定方法の精度の検証等を引き続き行った上

で、測定方法を確立すること。 

 

５ 公共用水域や地下水の PFOS及び PFOAによる汚染が確認された場合において、

その周辺の事業場・工場の設置者や土地所有者等（以下「事業場の設置者等」

という。）が、排出源特定のために国や地方公共団体が行う調査に協力する制

度を構築すること。また、排出源であった場合に、事業場の設置者等が浄化対

策やばく露防止対策を行う制度の構築を検討すること。 

 

６ PFAS の農畜水産物への蓄積及びそれを介した人への健康影響を早急に明ら

かにし、必要な対策を講じること。 

 

- 50 -



 

 

安全安心を実感できる「いばらき」の確立について 

 

＜提案･要望先＞  

警察庁、総務省、財務省、国土交通省 

 

＜提案･要望の内容＞ 

本県警察では、「安全安心を実感できる『いばらき』の確立」を業務運営の

指針として、県民の生活を犯罪から守るための取組を始め、総合的な交通安全対

策、多様化する脅威への対策等、様々な対策を講じてきました。 

県内の刑法犯認知件数及び交通事故死者数は、長期にわたって減少傾向を維

持し、治安は着実に改善してきましたが、いずれも令和３年（2021 年）から増

加に転じ、令和６年(2024 年)中の刑法犯認知件数は、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大前の令和元年(2019 年)の水準を上回りました。また、サイバー事

案や匿名・流動型犯罪グループによる犯罪が新たな治安課題として顕在化してき

ています。 

このような厳しい治安情勢の中、本県警察は全国に比して警察官１人当たり

の業務負担が高いことから、先端技術の活用による業務の高度化・効率化を図り

つつ、増員による人的基盤の強化をする必要があります。また、複雑化・多様化

する犯罪に的確に対処するための捜査支援資機材の整備・拡充、安全で快適な交

通環境を構築するための交通安全施設の整備、大規模災害等の緊急事態に適切に

対処するための資機材の整備・拡充など、様々な治安上の課題への対応に万全を

期す必要があります。 

以上のことを踏まえ、本県警察が今後の日本社会の変化に適応し、県民が安

全安心を実感できる「いばらき」を確立するため、下記事項について特段の御配

慮を願います。 

記 

 

１ 警察基盤を強化するため、警察官の増員（地方警務官の増員を含む。）や警

察車両の整備・拡充を図ること。 

 

２ 警察業務の高度化・効率化を図るため、ＡＩを始めとした先端技術やシステ

ムの導入に係る経費の予算措置を図ること。 

 

３ 犯罪の複雑化・多様化に的確に対応するため、自動車ナンバー自動読取装置

の整備を図ること。 
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４ サイバー事案や匿名・流動型犯罪グループ等の新たな治安課題に的確に対処

するため、デジタル機器を解析する捜査資機材の整備・拡充を図ること。 

 

５ 安全かつ快適な道路交通環境を整備するため、特定交通安全施設等整備事業

の充実を図ること。 

 

６ 大規模災害対策を強化するため、救出救助資機材、原子力災害対策用資機材、

多数死体取扱用資機材の整備・拡充を図ること。 
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性犯罪・性暴力被害者支援の充実について 

 
＜提案・要望先＞ 内閣府 
 
＜提案・要望の内容＞ 

性犯罪・性暴力被害者支援の更なる充実を図るため、下記事項を実施するよう

要望します。 
 

記 

 

１ 性暴力等被害者が検査及び処置等の医療を受診する際の医療費の公費負担に

ついて、国負担率は、相談センターの運営費補助と同等（国：1/2、県：1/2）

以上とすること。 

 

２ 令和３年(2021 年)10 月１日に開設された夜間休日対応コールセンターを引

き続き設置すること。 
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災害に強い体制づくりについて 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、文部科学省、総務省、内閣府、経済産業省 

         

＜提案・要望の内容＞ 

近年、我が国では、地震、台風、豪雨等のこれまで経験したことのない事象

により、重要インフラの機能に支障をきたすなど、国民の生活や経済に多大な影

響が生じております。 

このような自然災害に事前から備え、国民の生命・財産を守る防災・減災、

国土強靱化の取組の重要性はより一層増しております。 

また、高度経済成長期以降に建設された重要インフラの老朽化が加速度的に

進行しており、将来にわたりその機能を発揮できるよう、計画的かつ効率的な老

朽化対策を推進することも、喫緊の課題となってきています。 

こうした中、国においては、本年６月を目途に「国土強靱化実施中期計画」

を策定し、施策の一層の重点化や府省庁の枠を超えた施策連携強化型の国土強靱

化を推進し、災害に屈しない強靱な国土づくりを進めることとしております。 

本県においても、重要なインフラ等の緊急に実施すべきハード・ソフト対策

を集中的に進めているところでありますが、全国的にみますと、令和６年能登半

島地震や大規模な風水害、埼玉県八潮市における道路陥没事故などが発生してお

り、頻発化・激甚化している自然災害に対する抜本的な対策やインフラの老朽化

対策としては、十分といえないことから継続した国の支援が不可欠です。 

政府においては、県民が安全・安心な生活を送れるよう、以下の事項につい

てさらなるご配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 激甚災害制度について 

激甚災害制度の適用にあたっては、令和元年東日本台風など、大規模かつ

甚大な被害をもたらす災害においては、国において速やかに本激指定を行う

こと。 

また、同一災害による激甚災害の指定を受けた際の中小企業等への補助制

度は、被害額の積み上げに応じて、活用可能な補助金や運用等が都道府県間

で異なっていることから、今後の災害においては等しく支援を受けられる制

度を創設すること。 
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２ 被災中小企業への支援について 

被災中小企業の支援については、激甚災害に指定された場合は手厚い支援

が講じられる一方で、指定されない場合は、小規模事業者支援推進事業費補

助金（いわゆる「自治体連携型補助金」）が適用される可能性がある。 

本補助金においては、令和６年度補正予算から局激指定時の補助対象に中

小企業が追加され、補助上限額が５億円に引き上げられたものの、指定され

ない場合の補助上限額については１億円が維持され、被害額に対して過少と

なる場合が多く、かつ補助対象も小規模事業者のみに留まり、被災中小企業

が、その被災状況に応じて等しく支援を受けられる制度とはなっていない。 

そのため、補助上限額を撤廃し、個別の被災状況は中小企業と小規模事業

者で何ら変わりがないことから、激甚災害の指定の有無にかかわらず、中小

企業も支援の対象とする制度を創設すること。 

 

３ 被災者生活再建支援法の制度改正について 

被災者生活再建支援法の適用にあたっては、市町村の区域にとらわれるこ

となく、同一災害の被災者が等しく支援を受けられるよう適用条件を緩和す

ること。 

また、被災者の生活再建が早期に図られるよう、住宅建設費用等の増嵩を

踏まえ支援金の上限額を引き上げるとともに、支給対象となる被災世帯を全

ての半壊世帯まで拡大すること。 

さらに、これらの財源を確保するため、被災者生活再建支援基金への国庫

補助の割合を引き上げるなどの措置を講じること。 

 

４ 避難所の生活環境改善に係る支援について 

能登半島地震の教訓を踏まえ災害関連死を防ぐため、避難所の生活環境の

改善に資する資機材の購入や学校体育館等への空調整備などに必要な予算・

財源を確保すること。 

 

５ 緊急防災・減災事業債の恒久化及び拡充について 

引き続き防災・減災対策を推進するため、令和７年度までとなっている緊

急防災・減災事業債について恒久化及び対象事業のさらなる拡充を行うこと。 

また、令和８年度以降の取扱いについて、早期に決定および周知すること。 

 

６ 「国土強靱化実施中期計画」のための予算・財源の確保について 

激甚化・頻発化する気象災害や、南海トラフ地震などの大規模地震発生時

にも社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化の取組を切
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れ目なく推進する必要があることから、「防災・減災、国土強靱化のための５

か年加速化対策」後も、予算・財源を通常予算とは別枠で確保し継続的に取

り組むこと。 

 

７ インフラ施設の耐震化・老朽化対策等の推進について 

インフラ施設の耐震化・老朽化等に係る対策を推進するため、十分な予算の

確保・補助制度の拡充等を行うこと。また、インフラの管理を効率的・効果的

に実現するための技術開発を推進すること。 

特に、上下水道施設については、令和６年能登半島地震、埼玉県八潮市にお

ける道路陥没事故を踏まえ、今後、耐震化及び老朽化対策等を加速させていく

必要があるが、人口減少に伴う料金収入の減少により、上下水道事業者の経営

環境は厳しさを増していることから、必要な予算を安定的に確保すること。 

また、下水道については、埼玉県八潮市の道路陥没事故を踏まえて検討さ

れている下水道管の点検方法や頻度の強化について、国が財政支援を行うと

ともに、下水道施設の老朽化対策に対して、交付金の重点配分の対象とする

こと。 

さらに、水道については、災害対策や広域連携を推進するため、水道施設

の整備等に係る国の交付金制度について、補助率の引上げや採択要件の緩和

など、制度の拡充を行うこと。 

 

８ 防災教育の充実について 

東日本大震災の教訓を踏まえた新たな防災教育の実践及び充実を図るため、

学校の防災力強化のための事業を継続すること。 
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頻発化・激甚化する洪水への防災・減災対策の加速化について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、総務省、内閣府 

 

＜提案・要望の内容＞ 

令和元年東日本台風による記録的な大雨等により、本県においては、那珂川や

久慈川などの本川のみならず、本川から支川へのバックウォーターなどにより多

くの河川で堤防の決壊や越水があり、死者２名・行方不明者１名、負傷者 20 名の

人的被害のほか多くの家屋が全壊・半壊や床上・床下浸水の被害に遭うなど甚大

な被害が発生しました。 

また、令和５年（2023 年）９月に発生した台風第 13 号においては、線状降水

帯の発生により県北沿岸部を中心に観測史上最大となる雨量が観測され、県内各

地で甚大な被害がもたらされました。 

このため、県及び関係市町村におきましては、国の支援を受けながら、総力を

挙げて被災者支援および、復旧・復興に取り組んでいるところでありますが、今

後の大規模洪水に対応するため、流域のあらゆる関係者が連携して､流域全体で取

り組み、防災・減災の加速化を図っていくことが不可欠であります。 

そこで、下記の事項について特別のご配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 流域治水対策を推進するための予算の確保について 

令和元年東日本台風や令和５年台風第 13 号をはじめ、頻発化・激甚化する

風水害・土砂災害リスクの増大に備えるため、「流域治水」の考え方に基づき、

河川、下水道、海岸、砂防施設整備などのハード対策や、ハザードマップの策

定・周知などのソフト対策が進められるよう、「国土強靱化実施中期計画」を

踏まえ、継続的・安定的に必要な財源を確保し、必要額を確実に配分すること。 

また、河川氾濫などの浸水被害を防止するため、流域治水対策を継続して進

められるよう、緊急自然災害防止対策事業の期間を延伸すること。 

 

２ 那珂川・久慈川緊急治水対策プロジェクトの推進について 

令和元年東日本台風と同等の大雨が再び起こった場合にも災害の発生を防

止するため、国が実施する那珂川、久慈川の堤防整備や河道掘削等のハード対

策についてコスト縮減に努めながら令和８年度の完成に向けた整備推進を図

ること。 
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３ 県管理区間も含めた国による久慈川の全体的管理について 

久慈川の県管理区間は、国管理区間の上流に位置し、管理区間の区別なく一

体的に管理する必要があるため、県管理区間も含めた国による久慈川の全体的

管理を図り、それに必要となる地方整備局等の体制強化を図ること。 
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産業廃棄物の不適正処分への対応に向けた法整備について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、環境省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県における不法投棄の新規発生件数は、令和２(2020)年度以降減少傾向にあ

りますが、道路脇や人目につきにくい場所に、散発的に建設系廃棄物等を投棄す

る、いわゆる｢ゲリラ投棄｣が７割を占める状況となっております。 

また、解体工事業者が、家屋解体工事等に伴い生じた廃棄物を保管と称して

長期にわたって自社の資材置場等に大量に放置する不適正保管が大きな社会問題

となっているほか、多額の費用を要する大規模な行政代執行の事案も発生するな

ど、対応に苦慮しているところです。 

こうした不適正事案へ対処するには、措置命令などの行政処分が不可欠です

が、被処分者の住所等送達すべき場所が知れない場合における命令書等の送達に

おいて、民事訴訟法第 110 条第１項による公示送達の行使を裁判所から断られる

事例が生じているなど、迅速な行政処分の実施に支障が生じております。 

本県においては、市町村や警察など関係機関と連携し、指導・監視体制の強

化を図りながら、不適正処分の未然防止や拡大防止に積極的に取り組んでおりま

すが、近年の不適正処分事案は、極めて悪質・巧妙化しており、十分な対応が困

難な状況にあることから、国民の安全で安心な生活環境が確保できるよう、下記

について特段の措置を講じることを要望いたします。 
 

記 
 

１ 廃棄物処理法の罰則強化等について 

（１）産業廃棄物処理基準に違反する行為のうち、特に悪質な行為に対する直罰

規定を設けること。 

また、改善命令に違反した者に対する罰則規定についても、十分な抑止

力となるよう、罰則を強化すること。 

 

（２）解体工事業者等の事業場外における産業廃棄物の保管に関する届出の面積

要件（300 ㎡以上）を撤廃し、併せて届出義務違反に対する厳罰化を図るこ

と。 

 

（３）不法投棄等違法現場の拡大防止には、当該現場の入口やその取り付け道路

を封鎖することが有効なことから、違法現場の土地の貸主や周辺道路の管

理者等に対し協力が得られるよう、封鎖への協力義務を明記すること。 
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（４）不適正処分の行為者が所在地を転々とする等により、行政との接触を避け

る場合であっても、廃棄物処理法に基づく命令を迅速かつ安定的に行うた

め、十分な調査を行ってもなお行為者の所在等を把握できないような場合

には、公示送達による行政処分が可能であることを廃棄物処理法に明記す

ること。 

 

２ 建設リサイクル法の罰則強化等について 

（１）建設系廃棄物の発生元である解体工事の適正化を一層促進し、もって不法 

投棄の抑制を図るため、建設リサイクル法における解体工事業者の無登録

営業に係る罰則を強化すること。 

 

（２）同法における登録取消要件に廃棄物処理法違反を加えること。 
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土砂等の不適正処分への対応に向けた法制度の拡充について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、環境省、警察庁 

 

＜提案・要望の内容＞ 

建設工事等から発生する土砂等については、無許可で土砂等を野積みし崩落

が発生する事例や、あるいは持ち込まれた土砂等が高アルカリ性を呈するために

周辺の立木が枯れてしまう事例が発生しております。 

そのため、本県では、いわゆる｢残土条例｣により土砂等の埋立て等を規制し

ておりますが、条例で定められる罰則には上限（２年以下の懲役又は 100 万円以

下の罰金）があるため、適正処理の徹底に限界があります。 

国においては、危険な盛土等について、「宅地造成及び特定盛土等規制法」に

おいて法制化による全国統一の基準・規制を設けましたが、埋め立て等に起因す

る問題は危険な盛土等による災害発生のおそれのみならず、高アルカリ性を呈す

る土砂等による埋立て等や、他人の土地に対する無承諾の土捨て行為など、生活

環境保全上の問題もあるところです。 

本県においては、市町村や警察など関係機関と連携し、指導・監視体制の強

化を図りながら、不適正処分の未然防止や拡大防止に積極的に取り組んでおりま

すが、近年の不適正処分事案は、極めて悪質・巧妙化しており、十分な対応が困

難な状況にあることから、国民の安全で安心な生活環境が確保できるよう、下記

について特段の措置を講じることを要望いたします。 

 

記 

 

１ 危険な盛土等による災害発生のおそれのみならず、埋立て等による生活環境

保全上の問題にも対応する規制とすること。 

 

２ 無許可行為や命令違反等に対しては、罰則に加え、建設業法、廃棄物処理法

及び道路交通法などの関連法の許可取消要件とし、実効性を担保すること。 

 

３ 問題となる土砂等は廃棄物混じり土であることも多いため、国土交通省及び

環境省が情報共有を行うシステムを構築すること。 

 

４ 公共工事のみならず、民間工事を含むすべての工事において、指定利用等の

原則実施を義務付けること。 
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原子力災害対策について 

 

＜提案・要望先＞ 内閣府、復興庁、経済産業省、文部科学省、原子力規制庁、 

         環境省、観光庁、外務省、農林水産省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故から 14 年が経過したものの、依

然、放射性汚染水への対応や除染、指定廃棄物の処分問題など多くの課題により、

国民は放射線に関する不安を抱えるとともに、風評被害も根強く残っている状況

にあることから、国の責任において福島第一原子力発電所事故の早期収束と廃炉

作業を着実に進めることが必要であります。 
また、本県には、多くの原子力施設が立地し、地域住民の安全の確保が何よ

りも重要な課題となっていることから、国は、新規制基準に基づく適合性審査の

厳格な実施などにより原子力安全対策を強化するとともに、原子力防災対策につ

いても、地方自治体が講ずることとされる対策について必要な予算を確保するな

ど、早急に支援の充実を図ることが必要であります。 
つきましては、国の責任において早急に取り組むべき下記事項について要望

いたします。 
 

記 

 

１ 福島第一原子力発電所事故対策 

（１）原発事故の早期収束について 

国の責任において、廃炉作業を安全かつ着実に進め、一刻も早く原発事

故の収束を図ること。 

   特に、多核種除去設備（ＡＬＰＳ）等処理水の海洋放出については、引き

続き、科学的根拠に基づいた安全性を広く発信するなど風評対策に万全を

期すとともに、風評被害が発生した場合は、迅速かつ適切に賠償するよう

東京電力を指導するなど責任ある対応を図ること。 

   さらに、支援対策については、関係者の意見を真摯に受け止めながら、追

加対策や支援内容の見直しも含め、万全な対策を講じること。 

 

（２）放射線に関する不安の解消等について 

国において、「原発事故子ども・被災者支援法」の基本方針に規定する支

援対象地域、準支援対象地域に応じた必要な施策を講ずるとともに、放射

線モニタリング調査など必要な対策を継続的かつ着実に実施し、放射線に
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関する不安の解消に努めること。 

 

（３）除染対策について 

市町村等による除染により発生した除去土壌の管理に係る措置について、

引き続き適切な支援を行うこと。 

また、令和７年（2025 年）３月に取りまとめられた「福島県外において

発生した除去土壌の埋立処分に係るガイドライン」に基づく処分の安全性

について、住民の理解が得られるよう広く周知を図るとともに、未だ示さ

れていない維持管理終了の時期等について早急に検討を進めること。 

 

（４）放射性物質を含む廃棄物の処分について 

本県では、現地保管継続・段階的処理の方針が決定したが、8,000 ベクレ

ル／ｋｇを超えた焼却灰などの指定廃棄物等の保管から全量処分に至るま

で、国は責任を持って次の一連の対応を速やかに行うこと。 

ア 指定廃棄物等については、安全性を十分確保しながら、保管施設の整

備を推進するとともに、維持管理費用等も含め、経費は、すべて国が

負担すること。 

イ 8,000 ベクレル／ｋｇ以下に減衰した後の指定解除の仕組やその後の処

分方法については、住民等の理解が得られるよう、安全性について十

分説明するとともに、処理・処分に要する経費は、すべて国の負担と

すること。 

ウ 国の責任において、風評被害対策に万全を尽くし、地元市町村等の要

望を反映した地域振興策を着実に実施するとともに、地方の取組に対

する十分な財政支援を行うこと。 

 

（５）全ての損害の早急な賠償について 

原発事故と相当因果関係が認められる損害については、全て賠償の対象

とするとともに、早急に賠償金全額を支払うなど、国と東京電力の責任に

おいて万全の対応を行うこと。 

 

（６）風評被害対策について 

観光業や農林水産業などに対する風評被害の解消に積極的に取り組むと

ともに、地方の取組に対する十分な財政支援を行うこと。 

また、中国、韓国、台湾等の諸外国・地域が、科学的根拠に基づき、速

やかに輸入規制措置を撤廃するよう強く働きかけるとともに、我が国の農

林水産物等の安全性に関する正確な情報を発信し、信頼の回復を図ること。 
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（７）中国人個人観光客向け「数次査証」の発給要件の緩和について 

中国人個人観光客向け「数次査証」の発給対象となる地域として、本県

を東北６県と同様に扱うこと。 

 

２ 原子力安全・防災対策 

（１）東海第二発電所の取扱いについて 

東海第二発電所については、令和４年(2022 年)８月に開催された国の 

ＧＸ実行会議において、令和５年(2023 年)夏・冬以降の再稼働に向けて、

地元の理解確保に向けた取組を国が前面に立って対応する旨が示されたと

ころであるが、原子力発電所から 30 ㎞圏内の人口が約 91.7 万人にのぼる

こと、運転開始から 46 年が経過していることなどを踏まえ、今回の考え方

について県民に対し丁寧な説明をすること。 

 

（２）原子力安全対策の強化について 

国内外における最新の知見を収集し、福島原発事故の原因究明を引き続

き徹底して行うとともに、そこで得られた知見については、その都度、適

切に規制基準等をはじめとする安全対策に反映させること。 

また、近年、本県内の原子力施設において、火災事象が相次いで発生し

ていることを踏まえ、安全管理を徹底するよう指導すること。 

さらに、高経年化対策をはじめとする安全対策に係る予算・人材の継続

的な確保を図ること。 

 

（３）原子力施設に対する武力攻撃について 

我が国に対して武力攻撃等の脅威が直接及ぶことがないよう、国におい

てあらゆる外交努力を尽くした上で、万一の事態への対処については、国

の責任において万全の防御体制を構築すること。 

また、武力攻撃に対する我が国の原子力施設の安全確保の考え方につい

て改めて検証し、その結果や対応方針について国民に明らかにすること。 

 

（４）東海再処理施設について 

東海再処理施設の廃止措置については、工程が長期間にわたること、ま

た、多額の費用を要することから、その安全対策や人的・財政的資源の確

保について、事業者任せとせず、国が責任を持って指導・支援していくこ

と。 
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（５）原子力研究開発について 

原子力発電の技術開発・研究開発については、安全性を最優先に国民理

解を得ながら進めていくべきものであることから、国が責任をもって推進

していくこと。 

東海・大洗地区に立地している日本原子力研究開発機構の研究開発施設

については、我が国の原子力研究開発における位置づけを明確にし、国と

して持つべき原子力研究開発機能の維持・発展を目的とした支援を同機構

に対し実施すること。 

とりわけ、我が国の原子力研究開発の基盤となる材料試験炉「ＪＭＴ

Ｒ」の代替施設を含めた新たな試験研究用原子炉については、同機構のみ

ならず、国が主体となって建設に向けた具体的な検討を早急に進めること。 

 

（６）高速実験炉「常陽」について 

令和４年(2022 年)12 月に改訂された「戦略ロードマップ」において、高

速炉開発に係る実証炉の研究開発にあたっては、日本原子力研究開発機構

が有する高速実験炉「常陽」などの高速炉に特有な開発インフラを有効活

用することが不可欠であるとしたところであるが、高速炉開発の意義やそ

の必要性については、国が前面に立って、国民の理解が得られるよう説明

責任を果たすこと。 

また、高速実験炉「常陽」の使用済燃料については、文部科学省より、

搬出開始見込時期を令和 20 年（2038 年）とする旨が示されたところである

が、当該時期に確実に搬出が開始されるよう、具体的な搬出計画の取りま

とめ等の対応を進めること。 

 

（７）原子力防災対策の強化について 

「実効性ある避難計画」の策定に向けた取組をはじめ、原子力防災対策

の強化について、自治体のみでは解決が困難な課題に対して、自治体の取

組を全面的に支援するとともに、必要な財政支援を含め、国が責任を持っ

て次の対応に取り組み、継続的に充実強化を図ること。 

その際、省庁横断的に進める必要がある対策については、内閣府が窓口

となり、総合的な調整を行うこと。 

ア 避難に必要なバス、福祉車両などの移動手段や人員の確保、避難を円

滑に進めるための道路整備などに必要な支援措置を講ずること。 

イ 避難退域時検査等に要する人員及びゲート型モニタ等の資機材や、避

難所運営に要するパーティションテント及びその備蓄場所の確保に必要

な支援措置を講ずること。 
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ウ ＵＰＺ内において、即時の避難が困難な医療機関のＩＣＵや救急病床

などに入院している患者や、社会福祉施設の入所者等の要配慮者が屋内

退避するための、放射線防護対策の強化に必要な支援措置を講ずること。 

エ 住民が安心して屋内退避できるよう、屋内退避の重要性や効果に関す

る具体的なデータをはじめ、屋内退避の継続期間や解除条件、屋内退避

の継続に必要となる、食料等の調達や通院などの住民の一時的な外出可

否及び民間事業者による住民へのサービス提供など、屋内退避の運用に

係る考え方について、住民等に対し丁寧に分かりやすく広報・周知を図

ること。 

オ 屋内退避中の食料や電気、ガス、水道等のライフラインの確保につい

て、具体的な方針を示し、自治体とともに取り組むこと。特に、食料等

の確保にあたっては、プッシュ型支援や全国的な流通在庫の確保、輸

送・配付体制の構築など、国が責任を持って物的・人的な支援スキーム

の確立に取り組むこと。 

カ 安定ヨウ素剤について、事前配布後も、薬剤の更新業務が継続的に発

生するため、住民や自治体の負担を軽減できるよう、再配布の手続きの

簡略化を図ること。併せて、丸剤の使用期限延長に合わせたゼリー剤の

使用期限の延長及びこれらの薬剤の使用期限の更なる延長について、早

急に製薬業者を指導・支援すること。 

キ 原子力災害対策重点区域外については、防護措置が必要な場合におけ

る避難先及び輸送手段の確保等、国において具体的な対応策を示すこと。 

ク 実証実験においてその有効性が確認された、テレビを活用した双方向

の情報伝達システムの整備及び運用に必要な支援措置を講ずること。 

 

（８）使用済燃料対策について 

東海第二発電所の使用済燃料については、敷地内における貯蔵が長期化

しないよう、中間貯蔵施設や再処理工場への早期搬出に向け、事業者とと

もに取り組むこと。 

また、東海再処理施設に貯蔵されている使用済燃料の搬出を着実に進め

るとともに、試験研究炉の使用済燃料については、具体的な搬出計画がな

い状況では、敷地内での貯蔵がさらに長期化することが懸念されるため、

国は、事業者とともに、搬出に向けた具体的な道筋を示すこと。 

 

（９）放射性廃棄物の処理・処分等について 

東海再処理施設の高レベル放射性液体廃棄物については、リスクを早期

に低減させるため、国としてもガラス固化処理について安全を前提に着実
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かつ計画的に進められるよう責任を持って事業者を指導監督していくとと

もに、ガラス固化体については、最終処分地の早期選定に向けた取組を加

速すること。 

併せて、高レベル放射性廃棄物の減容化や有害度の低減化に関する研究

開発を促進すること。 

また、原子力施設の廃止措置や研究施設等から発生する低レベル放射性

廃棄物についても、廃棄物の埋設処分に係る技術基準の早急な整備や、放

射性廃棄物の処理処分に関する国民の理解促進、地域振興策の検討などに

取り組み、原子力事業者が早期に最終処分できる環境を整備すること。 
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東日本大震災における復旧・復興について 

 

＜提案・要望先＞ 復興庁 
 
＜提案・要望内容＞ 

平成 23（2011）年３月に発生した東日本大震災や原発事故は、本県の県民生活や企

業活動に対し、依然として影響を及ぼしております。 

本県では国において講じられている各種支援措置を最大限に活用しながら、各分野

における取組を展開してきたところですが、復旧・復興には、引き続き支援が必要な

状況にあります。 

国においては、令和３（2021）年度から令和７（2025）年度までの５年間を新たな

復興期間として第２期復興・創生期間と位置付け、東日本大震災からの復旧・復興に

ついてご尽力いただいているところでございますが、県民が安全・安心な生活を送れ

るよう、以下の事項についてご配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 第２期復興・創生期間終了後の復興支援について 

「『第２期復興・創生期間』以降における東日本大震災からの復興の基本方針」

に基づき実施している復興施策において、引き続き対応が必要な施策については、

第２期復興・創生期間終了後も復興の基本方針に位置付け、支援を継続すること。 
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未来を担うたくましい人づくりについて 

 

＜提案・要望先＞ 文部科学省 
 

＜提案・要望の内容＞ 

 グローバル化が進展し、新しい知識や情報・技術が飛躍的に重要性を増す中、

知識基盤社会を牽引する人材の育成は、我が国の最重要課題の一つとなっており

ます。また、物的資源の乏しい我が国にとって、人材こそが最大の資源でありま

す。 

 一方で、近年、若者の内向き志向や理科離れなどが指摘されており、今後、我

が国が成長を持続していくためには、科学技術の発展をリードし、国際社会で活

躍できる人材の育成が不可欠であり、子どもたちに対して、基礎学力を向上させ

ることや、豊かでたくましい心と健やかな体を育成することが求められています。 

 そのため、今後も、外国語によるコミュニケーション能力の育成やプログラミ

ング教育の充実、さらには、幼少期から自然や科学の事象に親しませる取組とと

もに、科学技術を分かりやすく伝えることができる人材の育成や活用を推進して

いくことが重要です。 

 また、学習指導要領の改訂により、より一層の授業の工夫・改善が求められて

いることから、教員の負担軽減策を講じつつ、ＩＣＴ環境のさらなる充実や、教

員としての資質・能力の向上に向けて取り組むことも必要となります。 

 さらに、いじめや不登校・問題行動、発達障害など特別な配慮が必要な児童生

徒に対する取組や、就学前教育、家庭教育を充実させること、そして体罰などに

よる不適切な指導をなくすことは喫緊の課題となっております。 

 本県では、教育を県政の重要課題としてとらえ、様々な施策を積極的に推進し

ているところですが、国におきましても、教育振興基本計画に則り教育施策の一

層の充実を図るため、下記事項を実施するよう要望いたします。 
 

記 

 

１ 「教育振興基本計画」で示された成果目標の達成並びに基本施策の実施の

ため、教育予算の増額を図ること。 

 

２ 小学校及び義務教育学校前期課程（以下「小学校等」という。）に引き続

き、中学校及び義務教育学校後期課程における３５人以下学級について、令

和８年度からの定数改善を確実に実現すること。 
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また、小学校等における専科指導やチーム学校の推進のための小・中学校

及び義務教育学校（以下「小・中学校等」という。）への加配の充実を図る

とともに、通級による指導等については、特別な配慮ときめ細かな支援が必

要であることから、基礎定数化が完了した後も十分な教員数を加配措置する

こと。 

さらには、高等学校においては、「主体的・対話的で深い学び」の視点か

らの授業改善へ向けて、その推進役となる教員が効果的に活動できるように

するための加配や通級による指導のための加配など、加配定数の充実につい

ても配慮すること。 

特に、外国人児童生徒の増加に伴い、日本語を母語としない児童生徒も個々

の能力を発揮できる教育体制を構築することが重要となることから、児童生

徒の日本語能力に応じたきめ細かな指導を実施するための、公立学校（小・

中・高）における十分な教員の加配を行うこと。 

加えて、年度途中に発生する教職員の産・育休等に伴う補充者不足を解消

するため、教員定数を増やすとともに柔軟に教職員を配置することができる

ような方策を講ずること。 

 

３ 現代的な健康課題に対応するため、学校保健、学校給食、食育の充実によ

り、子供の心身の健康の保持増進を図る必要があることから、養護教諭及び

栄養教諭等の定数改善を推進すること。 

 

４ 高度専門職である教員の資質向上を図ることを目的として、各都道府県教

育委員会が策定した「教員の資質向上に関する育成指標」において、職責、

経験、適性等に応じて身に付けるべき資質が成長段階ごとに設定されている

ことを踏まえ、双方向型オンライン研修やオンデマンド配信研修、国の研修

機関や高等教育機関等による研修を充実させるなど、全ての教員が必要な時

に資質向上を図ることができるよう、研修形態の多様化に向けた方策を講ず

ること。 

 

５ 理科教育に関する高い専門性と教育者としての資質能力を兼ね備えた優れ

た人材を確保するため、大学における理科教員養成の充実を図ること。また、

観察・実験に関する施策の充実や教員研修の創設など、小・中学校等の理科

教育に関する施策を推進すること。 

  さらに、高校教育については、将来の科学技術系人材の育成を図るために

スーパーサイエンスハイスクール事業等を継続するとともに、大学入試制度
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改革とリンクさせるなど、その取組が評価される場面をさらに広げること。 

 

６ 英語での発信力の育成が求められていることを踏まえ、専門性を有する優

れた人材を確保するため、英語教員養成の充実を図るとともに、授業の質の

向上を図るための加配定数の拡充など、指導体制の充実を図ること。また、

国際教育を充実させるための事業の拡充を図ること。 

 

７ 学習指導要領において、小・中学校等の道徳が特別の教科として位置付け

られたことを踏まえ、地域の中核となる教員を計画的に配置するなど、教員

の指導力向上に向けた体制づくりを推進すること。 

高等学校については、「公共」等で行う授業実践事例を紹介するなどし、

道徳教育の充実を図ること。 

 

８ 令和２年（2020年）度から小学校等で必修化されたプログラミング教育の

成果を生かし、発展させる視点から、オンデマンド型配信による研修用教材

や民間企業・大学教授等の外部人材を活用することにより、中学校技術・家

庭科（技術分野）及び高等学校情報科担当教員の指導力向上に向けた施策を

講ずること。 

  併せて、プログラミングを学習することに高い意欲を有する中・高校生に

対し、より高度かつ専門的な内容の学習機会を提供するため、全ての中学校

及び高等学校において、オンデマンド型配信による研修用教材や民間企業・

大学教授等の外部人材を活用した指導等ができる体制を整備すること。 

 

９ クラウド環境・アクセス制御型のセキュリティ対策を前提とした次世代校務

DX環境の整備に係る初期費用等を支援する「GIGAスクール構想支援体制整備事

業」を令和8年(2026年)度以降も継続すること。 

 また、学校の臨時休業などの緊急時、病気療養時、さらには、不登校で学校

に登校できない児童生徒の学習保障のための学習支援コンテンツ（動画等）を

充実させるとともに、著作権の弾力的な運用や通信費に対する補助の拡充など、

オンライン授業等を進めやすい体制を整備し、特に非常時のオンラインによる

特例の授業を通常の授業時数として認定できる措置を講ずること。 

  加えて、民間企業等が提供する学習支援コンテンツを利用するための財政

的支援を講ずること。 

  また、義務教育段階における遠隔教育について、送信側において教員免許

をもつ専門性の高い人材を活用し、受信側において当該教科免許を持たない
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教員でも授業を担当することができる特例制度をすべての学校が活用できる

よう早期の法整備を実現すること。 

 

10 学校におけるいじめや暴力行為等の問題行動や、不登校、児童虐待の課題

等に適切に対応するため、教職員の加配措置の充実を図るとともに、スクー

ルカウンセラー配置事業、スクールソーシャルワーカー活用事業の拡充を図

ること。 

   

11 学校現場から体罰を一掃するために、体罰によらない指導に関する調査研

究を実施し、その成果の普及を図るための研修などを行い、教員が萎縮する

ことなく、毅然とした指導ができる体制を確立すること。 

 

12 学びの多様化学校と同様の教育活動を自校で柔軟に行うことができる「校

内教育支援センター（校内フリースクール）」の設置について、学びの多様

化学校と同等に国が積極的に促進するとともに、設置の推進に向けた教員の

加配項目の新設や財政的支援を拡充すること。 

 

13 夜間中学を設置する市町村に対し、さらなる積極的な支援策を講ずること。

特に、教育支援体制整備事業費補助金（夜間中学の設置促進・充実）に関し、

補助対象期間を撤廃し、補助対象経費に対する補助率を引き上げること。 

 

14 市町村が抱える課題に応じて、地域の人材等を活用した家庭教育支援に取

り組む体制の構築を図るため、関係機関との連携による訪問型家庭教育支援

に係る財政的支援の拡充など、家庭教育のさらなる充実を図るための方策を

講ずること。 

 

15 公職選挙法が改正され、高校生の一部も有権者となったことや、民法改正

により、令和４年（2022年）度から成年年齢が18歳に引き下げられたことを

踏まえ、生徒が自己決定と社会参加の経験を積むことにより、自主性・自立

性を育み、社会の創り手としての市民が備えるべき資質・能力を育成する教

育の充実を図ること。 

 

16 公立文教施設における老朽化対策、防災機能強化、環境改善などについて、

自治体が年度の早期から計画的かつ円滑に事業を実施できるよう、十分な予

算の確保を図ること。 
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さらに、長寿命化関連事業の推進を図るために財政的支援を拡充すること。 

 

17 国の「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を踏まえ、学

校において持続可能な運動部活動が行われるよう、引き続き部活動指導員の

活用を促進するとともに、派遣経費の充実を図ること。 

 

18 国の「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」を踏まえ、生徒

にとって望ましいスポーツ・文化芸術活動環境の構築と学校の働き方改革も

考慮した更なる部活動地域移行を推進するため、現在の地域スポーツクラブ

活動体制整備事業（地域クラブ活動への移行に向けた実証事業）における現

行の国の財政負担を継続し、県や市町村の取組に対する十分な予算措置を講

ずること。 

  また、希望するすべての生徒が地域クラブへ参加できるよう、困窮家庭へ

の支援についての補助を明確に位置付け、補助を行うこと。 

 

19 年々増加している外国人児童生徒の日本語能力に応じたきめ細かな指導

を実施するため、外国人児童生徒に対する支援事業の十分な予算措置や補助

率の引き上げ並びに市町村への直接補助を含めた補助制度の拡充を行うこ

と。 

 

20 教員の負担軽減を図る教員業務支援員について、十分な予算措置や補助率

の引き上げ並びに市町村への直接補助を含めた補助制度の拡充を行うこと。 
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小・中学校及び義務教育学校の適正配置等について 

 
＜提案・要望先＞ 文部科学省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

 急激な少子化の進行に伴い、県内の小・中学校及び義務教育学校（以下「小・

中学校等」という。）では小規模校が増加し、児童生徒が切磋琢磨することや社会

性などを育成することが難しい状況にあります。そのため、学校の適正規模・適

正配置を進め、児童生徒の教育環境の改善を行うことが課題となっております。 
 一方、統合が困難な地理的特性や、地域コミュニティの核としての学校の重要

性への配慮から存続を選択した小規模校の活性化に対する支援など、各市町村の

実情に応じた学校づくりを推進する必要があります。 
 このため、本県におきましては、公立小・中学校等の適正規模について指針を

策定するとともに、統合した学校への教職員の加配や遠距離通学対策事業費への

補助などを行うほか、小規模校への教職員の加配を行うなど、市町村における取

組を支援・助言しております。国におきましても、小・中学校等の適正配置等に

取り組む市町村を一層支援するよう、下記事項について要望いたします。 
 

記 

 

 適正規模・適正配置等に取り組む市町村に対し、さらなる積極的な支援策を講

ずること。特に、次の取組を推進すること。 

 

１ 学校統合に伴う児童生徒の学校環境の変化に対する不安の解消や、小規模校

の活性化のための教職員の加配措置のさらなる拡充を図っていくこと。 

 

２ 学校統合に伴う児童生徒の遠距離通学における不便の緩和及び通学路の安全

確保に関し、地方公共団体が負担する経費に対して、補助対象期間を撤廃し、

補助率を引き上げるなど、十分な財源措置を講ずること。 

 

３ 学校統合に伴い校舎等の新増築及び改修を行う際の補助制度について、さら

なる拡充を図っていくこと。 

 

４ 学校統合により廃校となった学校跡地の有効活用を図るため、施設の転用等

に伴う改修、解体及び撤去等に係る補助制度を拡充すること。 
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少子化対策の充実について 

 

＜提案・要望先＞ こども家庭庁、厚生労働省、文部科学省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

少子化による人口減少社会の到来は、経済活動の縮小、地域コミュニティの

崩壊、社会生活基盤の劣化など、様々な影響を及ぼすことが懸念されており、本

県では「茨城県こども計画」により総合的・計画的に少子化対策に取り組んでい

るところです。 

将来にわたって我が国が活力を維持していくためには、結婚、妊娠・出産、

子育ての切れ目のない支援は最重要課題の一つであるため、結婚や子育てを後押

しする経済的支援､待機児童対策､子どもの貧困対策の一層の充実について､下記

のとおり要望いたします。 

 

記 

 

１ 子ども関連予算を国際的に見ても遜色のない水準に引き上げるべく、予算の

倍増を実現していくこと。また、新たな取組を進める際は、地方の実情に配

慮した政策形成を行うこと。 

 

２ 地方自治体ごとの財政力に応じて子ども・子育て支援施策に地域間格差を生

じることなく、全ての家庭が安心して子どもを産み・育てることができる環

境を整えられるよう、国の責任において、長期的に安定的な財源を確保し、

全ての子育て家庭に資する全国一律の制度を構築すること。 

特に、次世代を担う子どもの育成及び子どもを育成する家庭を支援する環

境の整備のための次の交付金制度について、安定的な財源を確保すること。 

（１）次世代育成支援対策施設整備交付金 

（２）就学前教育・保育施設整備交付金 

（３）保育対策総合支援事業費補助金 

 

３ 若い世代の結婚に向けた経済的不安を軽減するため、結婚新生活支援事業の

対象となる世帯の所得要件を撤廃すること。また、多くの市町村が当該事業

に取り組めるよう、都道府県主導型市町村連携コースの要件の緩和、補助率

の引上げを行うこと。 

 

４ 令和４(2022)年４月から不妊治療に医療保険が適用され、負担軽減につなが
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ったものの、これまでの助成制度より自己負担額が増加する場合もあること

から、保険適用範囲の拡大など抜本的な改善を図ること。また、不育症検査

については、国の助成対象となる検査が限られていることから、助成対象検

査を拡大すること。加えて、ノンメディカルな卵子凍結による出産の安全性

や有効性について検証を行うこと。 

 

５ 出産時の経済的な支援策を強化するため、現在の負担に見合う形に出産育児

一時金の支給額を引き上げること。また、出産費用に医療保険を適用するに

あたっては、患者の自己負担分も公費で負担するなど、現行よりも負担が増

加しないようにするとともに、無痛分娩等に関する検証も行うなど、出産現

場の実態を踏まえた適用範囲を検討すること。加えて、地域の産科医療機関

が安定的な経営を維持し、診療を継続できるよう支援すること。 

 

６ 全ての新生児が平等に恩恵を受けられるよう、早期発見・早期治療の重要性

の高い疾患を国の責任において先天性代謝異常等検査の対象疾患に追加する

こと。また、新生児マススクリーニング検査に関する実証事業（重症複合免

疫不全症及び脊髄性筋萎縮症）の終了後も、検査体制を維持できるよう、引

き続き、財政支援を行うこと。 

 

７ 子ども及び妊産婦医療費の公費負担制度を創設すること。併せて、妊産婦、

ひとり親家庭及び重度心身障害児等に対し、地方公共団体が「現物給付」に

よる公費負担を行った場合、国民健康保険制度において、療養給付費負担金

を減額する措置については、すべて撤廃すること。 

 

８ 複数の子について、連続して産休・育休を取得した場合にも育児休業給付金

の対象となるよう、被保険者期間に関する要件を緩和すること。 

 

９ 幼児教育・保育の完全無償化を実現し、支援を課税世帯にも拡大すること。

また、給食費の無償化も実現すること。 

 

10 こども家庭庁の発足に伴い、保育所や認定こども園等はこども家庭庁の所管

となった一方、幼稚園は文部科学省の所管に留まったことにより、こども家

庭庁所管の保育所、認定こども園等と、文部科学省所管の幼稚園では、医療

的ケア児の受入れに必要な看護師の配置経費に対する助成制度や、ＩＣＴ化

等を行うための助成制度等において、事業者の負担割合に大きな差が生じて

いるため、省庁間の助成制度の格差を解消すること。 
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11 保育人材の確保等により、待機児童の速やかな解消を図るとともに、地域に

おいて十分な幼児教育・保育サービスが提供できるよう以下の措置を講じる

こと。 

 

（１）子ども・子育て支援新制度の円滑な実施を促進し、施設整備や保育サービ

スの提供などの「量の拡充」や職員の処遇や配置基準の改善などによる

「質の向上」を図るため、国が責任を持って必要な額を確保すること。 

 

（２）保育士等及び幼稚園教諭（以下「保育士等」という。）の給与が他の業種

と比較し適切な水準となるよう、保育士等の勤務実態に合った公定価格を

定めること。その際には、単価の設定や処遇改善について、給与水準が高

くなる東京に地方の保育士等が流出することのないよう、適切かつ十分な

措置を講ずること。 

 

（３）保育士修学資金貸付等制度を活用し、保育士資格の新規取得者の確保や潜

在保育士の職場復帰が図られるよう、国が安定的な財源を確保すること。 

 

（４）食物アレルギーを持つ児童について十分な幼児教育・保育サービスが提供

できるよう、施設型給付費の栄養管理加算を増額するなど、適切かつ十分

な措置を講ずること。 

 

（５）認可外保育施設について、十分な保育サービスの提供が図られるよう、事

業開始後の届出から事業開始前の届出に制度を変更すること。 

 

（６）病児保育事業について、安定的なサービスの提供を図るため、子ども・子

育て支援交付金の基本額を増額すること。 

 

12 特別支援教育経費について、障害児を受け入れているすべての園を国庫補助

の対象とするとともに、「教育標準時間認定（１号認定）の子どもに係る施設

型給付」の地方単独費用部分を「保育認定（２号・３号認定）」と一本化し国

庫負担対象とすること。 

 

13 「小１の壁」をなくし、切れ目なく子育て家庭を支援するため、放課後児童

クラブの待機児童解消をより一層進めるとともに、利用料の無償化を図るこ

と。 
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14 子どもの貧困対策では、対象となる子どもの把握が困難であり、施策効果を

図る適当な指標がないことから、引き続き全国統一的な基準を用いた調査を

行うとともに、各都道府県が地域の実情にあった対策を講じることができる

よう、都道府県別のデータを提供すること。 

また、子どもの貧困対策を推進していくためには、地域の実情にあった継

続的な取組が必要であることから、「こどもの生活・学習支援事業」などにつ

いて、地方の財政負担が軽減されるよう、支援の拡充を図ること。 

 

15 令和５(2023)年度までとされていた「新たな子育て家庭支援の基盤を早急に

整備していくための支援」（安心こども基金を活用）については、令和６

(2024)年度から子ども・子育て支援交付金等の対象事業として再編・継続さ

れたところであるが、補助率が低減されるなど地方の財政負担が増加してい

ることから、従来の補助率に是正すること。 
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地方における外国人材の活躍促進について 

 

＜提案・要望先＞ 法務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水産省、

文部科学省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

我が国は既に、世界でも例を見ない人口減少・超高齢化社会に突入しており、

約30年後には総人口が2,384万人減少すると見込まれ、うち約９割が生産年齢人

口であるとされております。 

こうした中、国内企業等における人手不足を解消するためには、外国人材の

国内企業等への就労を促進し、企業等の成長につなげていく必要があります。 

一方、世界的な人材獲得競争も激しくなる中で、外国人材を惹きつけ、選ば

れる国となるためには、外国人が日本人と同様に安心して働き、その能力を十分

に発揮できる環境を整備することが重要であります。 

つきましては、地方における外国人材の活躍促進に向けて、下記事項を実施

するよう要望いたします。 

 

記 

 

１ 新たに創設される育成就労制度においては、一定要件のもと本人の意向によ

る転籍も認められているが、ハローワークの役割や支援体制を強化（求人票

や相談対応の多言語化等）するなど、転籍が適切かつ円滑に行われる体制を

整備すること。 

また、政府は外国人留学生の国内就職率の向上を目標としているが、地方

への就職・定着を促進するため、各都道府県に設置されているハローワーク

内の留学生コーナーの支援体制を強化すること。 

 

２ 外国人が介護福祉士国家試験等を受験する際の配慮として、平易な日本語を

用いて出題する、または、日本語のほか英語等多言語による表記を併用し、

選択可能とすること。 

特に介護福祉士国家試験については、全ての都道府県に試験会場を設け、

試験回数も年１回から年２～３回に増やすなどして、外国人が受験しやすい

環境を整備すること。 

 

３ 外国人が着実にスキルアップを図れるよう、技能講習において、外国語対応

の更なる充実を図ること。 
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４ 特定技能評価試験について、国内外で開催地や回数を増やし、受験機会の更

なる拡大を図ること。 

また、日本語のほか英語等多言語による表記を併用し選択可能とするなど、

外国人が受験しやすい環境を整備すること。 

 

５ 在留資格「特定活動（46号）」の資格要件である日本語能力について、日本

語能力試験の認定レベルをＮ１からＮ２に変更するなど、高度外国人材の受

入れ促進に向けた更なる緩和を図ること。 

 

６ 在留手続きをはじめ外国人の生活全般に関する相談を多言語で対応する一元

的窓口について、各地方公共団体の実情に応じた相談体制を整備し、その安

定的な運営を可能とするため、外国人受入環境整備交付金については、対象

事業の拡充を図るとともに、必要かつ十分な財源額を確保すること。 
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難民の受入れを通じた国際社会に開かれた 

社会づくりの推進について 

 

＜提案・要望先＞ 法務省 

 

＜提案・要望内容＞ 

国際情勢が不安定化する中において、難民問題は深刻さを増しており、先進

国には人道的配慮から積極的な役割が求められております。国においては、令和

５（2023）年３月に難民該当性を判断する際に考慮すべきポイントを整理するな

どした「難民該当性判断の手引」を公表するとともに、同年６月には「出入国管

理及び難民認定法」を改正し、難民に準じて紛争避難民等を保護する「補完的保

護対象者」認定制度や収容せずに退去強制手続を進める「監理措置」制度を創設

したほか、難民認定申請者等を収容する入国者収容所等において適正な処遇を実

施するための措置等を講じたところです。 

こうした難民認定制度の透明性及び信頼性の向上に向けた取組等も進められ

ていますが、本来保護すべき者を適正に保護するという先進国としての責務を鑑

みると、より一層の取組が求められております。 

つきましては、下記の事項について特段の措置を講じられるよう要望いたし

ます。 

 

記 

 

１ 難民該当性に関する規範的要素の更なる明確化を図るなど、難民認定制度等

の運用のより一層の適正化に取り組むことにより、人道上の配慮に基づき、

真に保護を必要とする者を確実に保護すること。 

 

２ 「監理措置」制度をより適正に活用し、収容が不必要に長期にわたらないよ

う十分に配慮するなど、入国者収容所等の運営のより一層の適正化に取り組

むこと。 

特に、収容の長期化や死亡事案の発生など、人権の観点からの問題が指摘

されてきた入国者収容所等については、「東日本入国管理センター」が所在す

る自治体として人権により配慮した運営がなされるよう強く望むものであり、

例えば、入国者収容所等視察委員会とは別に、所在自治体との協議の場を設

けるなどにより、所在自治体の意見を反映させることができる制度を創設す

ること。 
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３ 難民等の受入れに当たっては、生活基盤のない日本において円滑に生活でき

るよう、日本語や生活習慣の十分な習得、就労支援等を集中的・効果的に行

うほか、日常生活の支援を継続的に行うなど、適切な定住支援を行うこと。 
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日本の成長を支える国際政策の取組について 

 

＜提案・要望先＞ 総務省、外務省、農林水産省、経済産業省、法務省、 

厚生労働省、文部科学省、国土交通省、観光庁、防衛省 

 

＜提案・要望内容＞ 

近年、アジア諸国・新興国が目覚ましい経済成長を遂げている一方、我が国

では人口減少や少子高齢化、産業構造の変化、国内需要の低迷などの問題に直面

しており、今後、国際社会において我が国の存在感をいかにして維持していくか

が大きな課題であります。 

そのためには、地域が世界の成長や活力を取り込むことにより発展し、我が

国の成長の牽引役となっていくことが求められており、また、訪日外国人の受入

環境の整備を図ることが必要であります。 

さらに、現在、各国と様々な国際交渉が進められているところですが、協議

内容等に対する情報開示や説明が不十分であり、国民や関係団体等が不安を払拭

できない状況が続いています。 

つきましては、下記の事項について特段の措置を講じられるよう要望いたし

ます。 

記 

 

１ 海外から企業の地域統括拠点や研究開発型企業等の進出を促進するため、こ

れらの企業に対する優遇税制や財政支援策を拡充するとともに、空港・港湾

等の機能強化及び交通アクセスの利便性の向上、外国人の居住環境の整備な

どをより一層推進すること。 

 

２ 海外における農林水産物・食品等の販売促進活動等に国をあげて取り組むと

ともに、マーケットインの発想で輸出にチャレンジする事業者の支援の充実

等、輸出環境の整備に係る取組についても国の財政支援の対象とすること。 

 

３ 農林水産物等の輸出にあたって、中国、韓国、台湾等の諸外国・地域が、

科学的根拠に基づき、速やかに輸入規制措置を撤廃するよう強く働きかける

とともに、我が国の農林水産物等の安全性に関する正確な情報を発信し、信

頼の回復を図ること。 

また、検疫条件が未設定の品目及び既に検疫条件が設定されている品目で

厳しい条件が課されているものについて、相手国への輸出解禁や輸出条件緩

和を実現するため、ベトナム、台湾等アジア諸国・地域や米国等と積極的に
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２国間協議を行うこと。 

なお、輸出解禁に伴い生ずる栽培地検査事務については、国が当該業務量

相応の植物防疫官の人数を配置するとともに、必要な検査補助員を確保する

こと。 

さらに、検査補助員を委嘱する際には、最低賃金法に定める金額以上の手

当を支給できるよう、予算措置を講ずること。 

 

４ 日米貿易協定をはじめとする、いかなる国際交渉においても、協議内容や経

済活動及び国民生活に与える影響などについて、国民に徹底した情報開示と

丁寧な説明を行うこと。 

特に農林水産分野については、農林水産物の重要品目の再生産が引き続き

可能となり、農林漁業者が安心して経営を継続できるよう、必要な国境措置

をしっかりと確保するとともに万全の対策を講じること。 

 

５ 外国人観光客の訪日を促進するため、フィリピン、ベトナムからの旅行者に

対して、査証取得を免除するとともに、中国人観光客向け「数次査証」の発

給対象となる地域として、本県を東北６県と同様に扱うこと。 
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スタートアップ・エコシステムの形成について 

 

＜提案・要望先＞ 内閣府、文部科学省、経済産業省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

人口減少時代を迎えた我が国において持続的な成長を遂げていくためには、

新たなサービスや価値を社会に提供するスタートアップ等が牽引役となって、

社会課題の解決や良質な雇用の創出、新しい産業クラスターが形成されていく

ことが極めて重要であります。 

このような中、本県のつくばや東海地域には、我が国を代表する高水準の研

究・教育機関が集積しており、こうした研究・教育機関における技術シーズを

活用したスタートアップが次々と生まれ、世界中のヒト・モノ・カネと結びつ

いて事業化し、成長が促進されるエコシステムを形成していくことが重要であ

ります。 

つきましては、地域発のイノベーションを創出し、日本の発展に寄与するス

タートアップ・エコシステムの形成が図られるよう、下記事項について特段の

御配慮を願います。 

 

記 

 

１ つくばや東海地域に集積する大学や研究機関の技術シーズを活用したスタ

ートアップの創出に向けて、大学や研究機関が行う共同研究への支援や、先

端的な技術シーズの発掘・事業化、必要な施設の整備や大企業との人材マッ

チングに対する支援を強化すること。 

 

２ スタートアップの成長に向けて、スタートアップへの投資規模が拡大するよ

う、ベンチャーキャピタル等の人材確保・育成に取り組むこと。また、海外

の主要な投資家や起業家を呼び込むための取り組みや、グローバルな先端地

域との繋がりを強化する取り組みの実施など、スタートアップの海外展開に

向けた支援を積極的に行うこと。 

 

３ 地域が一丸となってスタートアップを支援する体制を構築するため、スター

トアップ・エコシステム拠点都市の機能強化に向けた支援を拡充すること。 
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データ連携基盤の整備について 

 
＜提案・要望先＞ デジタル庁 
 
＜提案・要望の内容＞ 

人口減少、少子高齢化等の課題を抱える我が国において、地方の活性化を図っ

ていくためには、デジタルの力を活用し、社会課題の解決や魅力向上を図る取組

がますます重要になっています。特に、暮らしを支えるサービスのデジタル・ト

ランスフォーメーション（ＤＸ）を実現するためには、交通や子育てといった分

野を超えてデータの連携・共有を行う仕組みが必要であり、各地域でデータ連携

基盤が整備されています。 
このような中、国は、地域内における重複投資を防ぐ観点からデータ連携基盤

の共同利用を促すこととし、都道府県に対して、地域におけるデータ連携基盤共

同利用ビジョンを作成し、市町村間のとりまとめ又は基盤の整備運用の主体とな

ることを求めています。 
 しかしながら、国は、明確なデータ連携基盤の定義や整備方針を示しておらず、

また地域ごとにデータ連携基盤を整備することは、データの効果的な連携や共有

を妨げるものと考えられます。 
データの利活用を促進させ、国民の暮らしを支えるサービスのＤＸを促進する

には、国としての統一的な方針を定めることが重要であり、下記の事項を実施す

るよう要望いたします。 

 
記 

 

１ 目指すべきデータ連携基盤の全体像及び明確なデータ連携基盤の定義や整備

方針を示すこと。 

 

２ 都道府県を超えた広域的なデータの連携・共有が可能となるよう、国として

データ連携基盤を整備すること。 

 

- 86 -



デジタル・デバイド対策の推進について 

 
＜提案・要望先＞ 総務省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

人口減少、少子高齢化等の課題を抱える我が国において、生産性の向上や経済

の再生を図るには、デジタルを最大限に活用することが不可欠であり、社会全体

のデジタル化に向けた取組がますます重要になっています。 
こうした中、高齢者は、スマートフォンやタブレットを利用していない人の割

合が他の世代より高く、デジタル・デバイドにより社会的な孤立や経済的不利益

などにつながることも懸念されています。 

また、住民や観光客の利便性向上と安心安全の確保のため、山間部等の非居住

エリアにおいても、携帯電話の利用ニーズが高まっています。 

国民全体にデジタル・サービスを定着させ、利用を促進するには、デジタルへ

の接触機会を増やし、その便利さを実感できるようにすることが重要であり、「誰

一人取り残されない」デジタル化を推進するため、下記の事項を実施するよう要

望いたします。 

 
記 

 

１ 「デジタル活用支援推進事業」について、講習会の会場となる携帯電話ショ

ップが立地していない地域においても、くまなくきめ細かな支援が行き届くよ

う配慮するとともに、「自分の生活には必要ない」という理由からスマートフ

ォン等を利用していない人々に、デジタル機器の便利さを知ってもらい、関心

をもってもらえる魅力あるプログラムを実施すること。 

 

２ デジタル・サービスを利用する際の様々なリスクを理解し、危険を回避でき

る知識を身につけるための教育・研修や、情報セキュリティの確保、サイバー

犯罪被害の防止のための情報提供の充実に努めること。 

 

３ 視力や上肢の運動能力などの身体的制約等がある人のための、デジタル機器

やアプリケーションのＵＩ（ユーザー・インターフェース）の改善、高齢者が

入手しやすく、操作しやすい安価でシンプルなデジタル機器の開発等に対して、

民間企業等への技術的・財政的支援を行うこと。 

 

４ 幹線道路や観光地などの非居住エリアにおいても、住民や観光客の利便性向
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上と安心安全の確保のため、携帯電話サービスの重要性が増していることから、

地方の要望やニーズが高いエリアについて重点的に携帯電話サービスの圏外

解消を図ること。 

- 88 -



自治体情報システムの標準化について 

 
＜提案・要望先＞ デジタル庁 
 
＜提案・要望の内容＞ 

国は、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」において、基幹業務シス

テムを利用する地方自治体が、令和７年（2025 年）度までにガバメントクラウド

を活用した標準準拠システムに移行できる環境を整備することを目標とし、必要

な支援を積極的に行うとされています。 

標準準拠システムへの移行に要する経費については、デジタル基盤改革支援補

助金による支援が行われますが、令和６年（2024 年）８月に行われた「自治体情

報システムの標準化に関する移行経費の状況調査」では、多くの地方公共団体で

国が設定した上限額を上回っている状況です。 

また、標準化対象事務に関する情報システムの運用経費等については、平成 

３０年度（2018 年度）比で少なくとも３割の削減を目指すとされており、これに

向け、国は、ガバメントクラウドの利用料について、大口割引や長期継続割引の

適用などを通じた低廉化に取り組むこととしておりますが、一方で、令和６年

（2024 年）に公表されたガバメントクラウド先行事業の中間報告では、８採択団

体中５団体で、現行の運用経費等を上回る状況となったほか、ガバメントクラウ

ド移行初期において、ランニングコストが一時的に上昇する可能性について言及

されています。 

自治体情報システムの標準化にあたり、自治体の予算確保やシステム移行に影

響が出ないよう、下記の事項を実施するよう要望いたします。 

 
記 

 

１ 標準準拠システムへの移行に要する経費について、国が設定した上限額を上

回っている自治体が多くあることを踏まえ、予算の大幅な拡充や補助上限額の

引き上げを確実に行うとともに、特定移行支援システム等についても、令和７

年（2025 年）度までに移行したシステム等と同様に、国が責任をもって移行経

費を全額補助金の対象とすること。 

 

２ 標準化対象事務に関する情報システムの運用経費等について、国において目

標として示した３割の削減が達成されるよう、あらゆる措置を講じ、それでも

なお運用経費等が増加することとなった場合には、決して地方公共団体の負担

が増えることがないよう、国が責任をもって財政措置を行うこと。 
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統計調査手法の見直しについて 

 
＜提案・要望先＞ 総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

公的統計は、行政施策の企画・推進のための基礎資料として利用されるだけで

なく、社会全体で利用される情報基盤として、国民、企業等の合理的な意思決定

や、社会的課題の解決に向けた学術研究に必要不可欠なものであり、社会経済の

発展や国民生活の向上に一層役立つものでなければなりません。 
 統計調査を実施する上で、統計調査員は、調査対象の世帯等を訪問し、調査票

の記入依頼や回収、点検といった統計調査の仕事の中でも重要な部分を受け持っ

ております。 
しかしながら、全国的にも統計調査員の高齢化が進み、統計調査員の確保は一

層困難となっており、また、プライバシー意識や防犯意識の高まり等により、調

査活動についても困難さが増しております。 
このような統計調査を取り巻く状況に対し、国においては、一部の調査におい

て、郵送配布方式の試行的導入や、オンライン調査システムの機能改善を実施し

ていますが、対応としては、いまだ不十分なものと言わざるを得ません。 
急激な少子高齢化・人口減少の進行を踏まえると、統計調査員の負担軽減とい

った対応ではなく、統計調査員の削減といった抜本的な見直しが必要であり、調

査票の配布・回収を原則オンライン化し、行政記録情報や民間企業が保有するビ

ッグデータを積極的に利活用することで、調査員確保難への対応、さらには調査

経費の削減、県・市町村職員の事務負担軽減にもつながるものと考えます。 
また、生産農業所得統計等の加工統計では、実態が十分に反映されていないと

考えられ、公的統計としての意義が不十分となってしまっております。 
以上のことから、公的統計の役割が十分に発揮されるよう、下記事項を実施す

るよう要望いたします。 

 
記 

 
１ 国勢調査をはじめとする統計調査において、統計調査員による調査関係書類

の配布・回収を廃止し、オンラインによる調査を原則とすること。その際、行

政記録情報や民間企業が保有するビッグデータの利活用により、調査項目の削

減を図ること。 

 

２ 将来的には、報告者に回答を求めることなく行政記録情報等の利活用により
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統計を作成する仕組み（いわゆるレジスター方式）を導入すること。 

 

３ 生産農業所得統計等、加工統計においても、実態が十分反映されるよう、推

計方法の検討を行うこと。 
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広域道路ネットワークの強化・充実等について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、東日本高速道路（株）、財務省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県においては、東日本大震災や関東・東北豪雨、令和元年東日本台風及び

房総半島台風、また令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号、令和５年台風

第 13 号により甚大な被害を受けた経験から、災害に強い県土づくりに取り組ん

でおり、頻発化・激甚化する風水害や切迫性が指摘される大規模地震などから県

民の命と暮らしを守るため、災害に強い道路ネットワークの構築が急務でありま

す。 

本県の高規格幹線道路等は、茨城空港や茨城港、鹿島港といった国際拠点間

の連結による広域的な連携の強化や、沿線への企業立地を進展させ産業の振興を

図る極めて重要な基盤施設であるため、生活や経済活動を支える広域道路ネット

ワーク全体の強化・充実が強く望まれているところです。 

このようなことから、下記事項を実施するよう要望いたします。 

 

記 

 

１ 高規格幹線道路ネットワーク全体の一日も早い完成に向け整備を推進するこ

と。 

（１）東関東自動車道水戸線の整備を推進すること。 

ア 未開通である潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ間について、2026 年度の全線開通に

向けて整備を進めること。また、徹底的なコスト縮減などによる地方負

担の軽減を図ること。 

 

イ 利用者の利便性向上と併せ地域振興にも寄与する（仮称）行方ＰＡに

ついて、早期供用するように整備を進めること。 

 

  ウ 鹿島臨海工業地帯におけるカーボンニュートラル産業拠点としての国際

競争力を強化するため、東関東自動車道水戸線潮来ＩＣ周辺と鹿島臨海

工業地帯波崎地区工業団地周辺を結ぶ(仮称)鹿行南部道路について、高

速道路計画の早期具体化を図ること。 

 

（２）首都圏中央連絡自動車道の整備を推進すること。 

ア 県内区間を含む東北道から東関道までの４車線化について、工事完成

- 92 -



 

 

区間から順次開通させ、2026 年度までの全線開通に向けて、整備を進め

ること。 

 

イ 利用者の利便性向上と併せ地域振興にも寄与する坂東ＰＡについて、

供用した内回り側に引き続き、外回り側についても本線の４車線化に合

わせて供用するように、整備を進めること。 

 

ウ 県で進めているＩＣアクセス道路について、圏央道の４車線化に併せ

て事業推進が図れるよう十分な予算を確保すること。 

 

（３）高速道路を補完する直轄国道などの整備を推進すること。 

ア 常磐自動車道、北関東自動車道などを補完する国道６号、50 号、51 号

については、重要物流道路に指定されるとともに、災害時に緊急輸送路

として県土の防災・減災に資する大変重要な道路であることから、事業

中箇所の整備推進及び国道６号小美玉道路（仮称）や桜川道路（仮称）

などの未事業化区間の早期事業化を図ること。 

 

イ 首都圏中央連絡自動車道のアクセス道路となる新４号国道については、

企業立地による地域産業の活性化や大規模災害時における重要な路線で

あることから、主要交差点の立体化、全線６車線化に向け、整備を推進

すること。 

 

ウ 事業中であるスマートＩＣ（つくばみらいスマートＩＣ、（仮称）笠

間ＰＡスマートＩＣ、（仮称）千代田ＰＡスマートＩＣ、（仮称）守谷

ＳＡスマートＩＣ、（仮称）土浦スマートＩＣ）については、高速道路

の利便性向上、地域経済の活性化に資する重要な施設であることから、

一日も早い完成に向けて、整備を推進すること。 

 

２ 2025 年度に新規事業化された都市軸道路利根川橋梁（仮称）については、

災害時に常磐自動車道を補完し、茨城県・千葉県にまたがる地域の防災・減

災に資する道路であるとともに、つくばエクスプレス沿線地域を結び、地域

の生活や経済活動を支える重要な道路であることから、事業推進が図れるよ

う十分な予算を確保すること。 

 

３ これらの社会資本整備に必要な公共事業費予算を確保すること。 
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地方への人の流れを加速する都市鉄道ネットワークの強化について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本格的な人口減少が進む中、我が国の経済発展をリードしてきた首都圏では、

国際競争力強化に向けた空港アクセスの改善や訪日外国人への対応、さらには

ポストコロナ時代にふさわしい、地方創生に資する都市鉄道ネットワークの構

築が求められております。 
このような中、平成 28 年(2016 年)４月に交通政策審議会答申第 198 号で示

された、令和 12 年(2030 年)頃を念頭に置いたつくばエクスプレスのあり方に

ついては、東京までの延伸に加え、都心部・臨海地域地下鉄構想との一体整備

が明記され、令和６年（2024 年）12 月には、つくばエクスプレス沿線市区に

よる両鉄道の接続に向けた期成同盟会が発足するなど、東京延伸に係る機運が

高まっております。 

また、地元では、広域的な交流を一段と活発化させるとともに、本県発展の

起爆剤になるとして、県内延伸についても大いに期待が高まってきているとこ

ろであり、県においては、令和５年(2023 年)６月に延伸方面は土浦方面、ＪＲ

常磐線と接続する駅は土浦駅と決定いたしました。さらに、令和７年（2025

年）２月には、関係機関との調整のベースとなる延伸構想の事業計画素案を策

定し、県独自の調査において、土浦延伸単独整備及び東京延伸との一体整備の

いずれのケースにおいても費用便益比Ｂ／Ｃが１を上回り、採算性についても、

特に東京延伸との一体整備の場合、黒字化が早まるという結果を得たところで

あります。 

今後、つくばエクスプレスの延伸計画の具体化に向け、関係者による検討の

場を設けるほか、関係者との調整を進めていくために必要な追加調査・分析を

実施し、事業計画素案の磨き上げを進め、延伸構想の実現を目指すこととして

おります。 

加えて、東京都心と本県県西・南部地域等とのアクセスを改善し、東京の都

市機能のバックアップ等につながる道路・鉄道網を強化することが強く期待さ

れております。 

つきましては、下記の内容について特段の御配慮をお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 我が国のより一層の成長・発展の基盤を築く上で、世界的な科学技術拠点

都市であるつくばと東京都心、さらには中部圏や関西圏等を密接に結ぶ都市

鉄道ネットワークの構築が極めて重要であることから、交通政策審議会答申
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第 198 号を踏まえ、つくばエクスプレスの東京延伸の早期実現に向けて、特

段の支援を行うこと。 

また、地域生活圏間の連携や大都市の高次サービスへのアクセス、観光や

ビジネスでの往来、さらには地方創生の取組等を一層加速させる観点から、

地域間を結び、利便性の向上に寄与する交通ネットワークの更なる充実やリ

ダンダンシー（代替輸送機能）確保等につながる、土浦延伸と東京延伸の一

体的な実現に向けても特段の支援を行うこと。 

 

２ 土浦延伸と東京延伸の一体的な実現に向け、つくばエクスプレス延伸構想

の事業計画素案の内容や交通政策審議会答申第 198 号を踏まえ、2050 年、さ

らにその先の長期を見据えた計画である首都圏広域地方計画に、土浦延伸及

び東京延伸の意義や必要性を位置付けること。 

 

３ 東京８号線（地下鉄８号線）について、東京の都市機能のバックアップ等

の観点から県及び地元市町とで、東京都心とのアクセス改善を検討している

ところであるが、その前提となる押上からの延伸の早期実現に特段の支援を

行うこと。 
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気象庁地磁気観測所の移転について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、気象庁 

 

＜提案・要望の内容＞ 

気象庁地磁気観測所については、東京での直流電車の開通に伴う観測業務へ

の影響を考慮し、大正２年(1913 年)に、国の負担において、本県石岡市柿岡へ

移転されたところです。 

気象庁地磁気観測所の半径 35ｋｍ内は、鉄道の直流電化が制限されるため、

本県の鉄道の大部分は、直流電化よりも費用がかかる交流電化（交直両用方式）

での整備を余儀なくされております。 

直流電化方式による運行ができないことで、昭和３年(1928 年)に水戸電気鉄

道（水戸～長岡～奥谷～石岡）や筑波高速度電気鉄道（田端～流山～守谷～谷田

部～大穂～北条～筑波山）の電化営業許可申請が地磁気観測に障害があるとして

却下されたほか、電化方式の違いが東京方面の鉄道との相互乗り入れの阻害要因

になるなど、過去から現在に至るまで、本県の鉄道ネットワークの構築に大きな

制約となっております。 

つきましては、下記事項について特段のご配慮をお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 鉄道ネットワークの構築を図る上で制約となっている気象庁地磁気観測所を、

国の責任において、早期に県外に移転すること。 

 

２ 将来にわたって、交流電化（交直両用方式）を導入することによる車両整備

経費等のかかり増し分について、十分な補償を行うこと。 
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「地方創生回廊」の東日本大震災被災地域への拡大と、 

被災地復興に向けた高速鉄道の整備について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

国が進める「地方創生回廊」構想は、リニア中央新幹線等の幹線鉄道ネット

ワークや高速道路網などの高速交通ネットワークを活用し、北から南まで地方

と地方を結び、全国を一つの経済圏に統合することで、人や産業を地方に呼び

込み、新たな雇用を創出する、地方創生の礎となるものです。 

特に、地方創生回廊のハブとなる東京と、名古屋及び大阪の三大都市圏を新

たなルートで結ぶリニア中央新幹線は、それぞれの地域の特色ある発展を支え、

我が国全体に活力をもたらすことが期待されているところです。 

そこで、東日本大震災の被災地復興という観点から、「地方創生回廊」を太

平洋沿岸の被災地域まで拡大するとともに、首都圏から太平洋沿岸地域を縦断

する高速鉄道を整備することにより、リニア新幹線をはじめとする高速交通ネ

ットワークがもたらす効果を、さらに広く行き渡らせ、首都圏と被災地、被災

地と被災地とを結ぶ人の流れを拡大、創出することによって、被災地を復興し、

地方創生につなげていくことが期待されるところです。 

つきましては、下記の内容について特段の御配慮をお願い申し上げます。 

 

記 

 

東日本大震災の被災地復興という観点から、「地方創生回廊」を太平洋沿岸の

被災地域まで拡大するとともに、地域を縦断する高速鉄道の整備を促進すること。 
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我が国の国際競争力を牽引する港湾の整備について 

 
＜提案・要望先＞ 国土交通省、経済産業省 
 
＜提案・要望の内容＞ 

港湾は、我が国の経済活動や国民生活を支え、国際競争力の強化や安全で豊か

な暮らしの実現に欠かすことのできない極めて重要な社会基盤であります。 
本県港湾の整備は、北関東自動車道や首都圏中央連絡自動車道などの道路網整

備に伴い首都圏物流の合理的再編を促進し、東京湾岸地域への集中により生じる

陸上・海上交通の混雑の緩和や、迅速で環境負荷の少ない物流の実現に有効であ

り、首都圏全体の経済発展においても重要な役割を担っております。 
 また、茨城港・鹿島港においては、全国初となる港湾脱炭素化推進計画を作成

し、港湾の脱炭素化を進め、魅力向上や競争力強化を図るとともに、次世代エネ

ルギーのサプライチェーンの拠点化を目指しております。 
つきましては、国際競争力の強化のため、本県の港湾整備について、下記の事

項を要望いたします。 
 

記 

 

１ 茨城港常陸那珂港区の整備推進について 

茨城港常陸那珂港区について、地域の基幹産業の競争力強化を図るため、中

央ふ頭地区水深 12ｍ岸壁（２バース目）及び水深 14ｍ岸壁の早期整備を図る

こと。 

また、港内静穏度を向上させ、荷役の効率化と船舶の安全な航行に資する防

波堤の早期整備を図ること。 

 

２ 鹿島港の整備推進について 

鹿島港について、鹿島臨海工業地帯の産業の競争力強化等を図るため、防波

堤等の早期整備により港湾機能の強化を図ること。 

 

３ 港湾関連予算の確保について 

本県の港湾及び海岸整備に必要な港湾関連予算を確保すること。 

 

４ カーボンニュートラルポートの形成に向けた支援について 

倉庫等への再生可能エネルギー導入等に付随する施設改良など、民間企業に

おけるカーボンニュートラルポート形成に資する取組に対する財政支援を図

ること。 
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茨城空港について 

 

＜提案・要望先＞ 国土交通省、防衛省、財務省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

本県の陸・海・空の交通ネットワークの形成により国内外の交流人口の拡大

を図るため、茨城空港の活用促進及び関連公共事業の整備推進に向けて、下記事

項について要望いたします。 
 

記 

 

増大する国際・国内の航空需要に対応するためには、東京国際空港、成田国

際空港だけでなく、東京に近い茨城空港の利活用を促進することが極めて有効で

ある。また、令和 12 年(2030 年)の訪日外国人旅行者数の政府目標が、6,000 万

人であることを踏まえ、茨城空港の航空ネットワーク充実のための機能強化を図

り、更に活力がある地域社会を実現できるよう、首都圏第３の空港として積極的

な利活用を図ること。 

 

１ 乗入便数や乗入機材などの空港の状況に応じた空港施設の機能強化や検討へ

の協力 

 

２ 国際線の受入可能時間拡大のための運用ルールの見直し 

  

３ 訪日誘客支援空港への着陸料及びグランドハンドリング等の運航経費の支援

再開やインバウンド促進のためのプロモーションへの支援  

 

４ 国際線の運航状況に対応したＣＩＱ体制の確保 

 

５ 空港運用時間の変更手続の更なる迅速化 
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地方創生の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 内閣官房、内閣府 

 

＜提案・要望の内容＞ 

地方において、人口減少・少子化の流れに歯止めをかけ、地方創生を推進す

るためには、幅広い分野での思い切った政策の展開が不可欠であり、そのために

は国による継続的な財政支援や人的支援、大胆な規制改革の実現等が求められて

おります。 

国におきましては、新しい地方経済・生活環境創生本部において、地方創生

2.0 の「基本的な考え方」を示し、令和７年(2025 年)夏に、今後 10 年間集中的

に取り組む基本構想を取りまとめるとしているところでありますが、地方におけ

る地域ビジョンの実現に向け、政府一丸となって総合的・効果的に支援する観点

から、必要な施策間の連携をこれまで以上に強化しつつ、様々な施策をフル活用

し、地方の自主的・主体的な取組を支援していくこととしております。 

財政支援については、地域の実情に応じ資金を効果的に活用できるものとし、

中小企業の賃上げ支援、起業、利益率の高い職場を創出するための企業誘致、観

光や農林水産業の振興、地方への人材還流、少子化対策、女性の活躍促進、優秀

な外国人材の確保・育成など、地方創生・人口減少の克服のための幅広い事業等

に活用できるよう必要な財源を確保すべきであります。 

人的支援については、地方創生に積極的に取り組む市町村に対し、総合的又

は専門的な知識を有する国家公務員、大学研究者、民間専門人材を市町村長の補

佐役として派遣する地方創生人材支援制度が有効であることから、新たな人材ニ

ーズに関する自治体からの要望についても積極的に対応すべきであります。 

さらに、国家戦略特区等における規制改革の実施にあたっては、地方の創意

工夫による地方創生の取組を推進するための制度として、地方からの提案を大い

に採用すべきであります。 

一方、地方創生を実現するためには、国が自ら果たすべき役割は極めて大き

いものです。東京の一極集中の是正や地方における若者の定着などについては、

長期的視点に立って、不退転の決意で取り組むべきであると考えます。 

以上の状況を踏まえ、今後の地方創生施策の展開にあたり、下記の事項につ

いて要望いたします。 

 

記 
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１ 地方創生の取組はまだ道半ばであることから、地方創生の実現に向けて地方

がその実情に応じた取組を継続的かつ主体的に進めていくことができるよう、

令和８年度地方財政計画において「地方創生推進費」及び新しい地方経済・

生活環境創生交付金について十分な財源を確保すること。 

特に、新しい地方経済・生活環境創生交付金については、交付対象外経費

をより限定的にする、申請等の手続きを簡素化するなど地域の実情を踏まえ

た弾力的な取扱いを行うこと。加えて、移住支援金については、子育て世帯

加算の増額等により、総支給額の正確な見込が更に困難となっているため、

年度途中においても増額を含む変更申請に対応するなど、制度の柔軟な運用

を行うこと。 

 

２ 地域経済を活性化し、地方創生を図っていくためには、地方の創意工夫や実

情に応じた取組の障害となる規制を改革していく必要があることから、国家

戦略特区等において規制改革を実施する場合には、本県からの提案を積極的

に取り入れること。 

 

３ 政府関係機関の地方移転の実施にあたっては、平成 27 年(2015 年)度の提案

募集時には、本県に所在する政府関係機関も移転対象とされたが、つくばに

集積した科学技術は、我が国全体の貴重な財産として断固堅持し、我が国の

科学技術力を低下させることがないようにすること。また、その他の政府関

係機関についても、本県における地方創生の実現を妨げることのないよう、

移転の対象としないこと。 

 

４ 若者をはじめとする地方への人の流れを促進し、流出を抑制するため、本社

機能の地方移転の促進に向けた地方拠点強化税制の優遇措置を恒久的な制度

とするとともに、税制の優遇措置を受けるために必要な地域再生法に基づく

「地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」の認定に係る要件及び手続き

の簡素化などを図ること。また、交通、医療、情報通信等の住環境の整備な

どを強力に支援すること。併せて、大学等の高等教育機関の地方移転を進め

るとともに、大学等と自治体・企業・ＮＰＯ等が連携して行う地域を志向す

る意識の醸成、就労支援、新たな雇用の創出などの取組を強力に支援するこ

と。 
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地方分権改革の推進について 

 

＜提案・要望先＞ 内閣府、総務省 

 

＜提案・要望の内容＞ 

真の分権型社会を構築していくためには、国は外交・防衛など国家としての

存立に関するものや、基幹的なインフラ整備、最先端の研究開発、さらには食料

や医療など、国家戦略が必要な役割に専念し、その他の内政に関しては、広く地

方が担うことを基本とすべきであります。その際、地方公共団体が権限と責任を

大幅に拡大することにより、住民に身近なところで政策や税金の使途の決定を行

い、住民の意向を反映した行政運営を可能とするような行財政制度を構築する必

要があります。 

政府は、地方分権改革推進委員会の勧告に基づき、国と地方の協議の場に関

する法律や累次にわたる一括法を成立させるとともに、「提案募集方式」を導入

するなど地方分権改革を進めております。 

しかしながら、これまでの政府の取組は、国と地方の役割分担を明確にし、

地方の自主性・自立性を高めるという地方分権改革の見地からすれば、未だ不十

分であると言わざるを得ません。今後、さらなる改革の実現に向け、強いリーダ

ーシップのもと、迅速かつ全力を挙げて取り組むべきであります。 

我が国の景気は緩やかな回復基調にあるものの、住民生活を守り、地域の活

性化を担う地方財政は、臨時財政対策債の累増や社会保障関係費等の増加など依

然として厳しい状況にあることから、持続可能で安定的な財政運営ができる地方

税財政制度を早急に構築することが不可欠であります。 

つきましては、真の分権型社会の構築に向け、下記事項についてその実現を

強く要望いたします。 

 

記 

 

１ 事務・権限の移譲については、これまで地方が強く求めてきたハローワーク

などに係る事務・権限の移譲に更に積極的に取り組むとともに、税財源を一

体的に移譲し、新たに担う役割に見合う財源を確保できるようにすること。 

義務付け・枠付けの見直しについては、地方の裁量を許さない「従うべき

基準」について、廃止または「参酌すべき基準」へ移行するとともに、今後

の見直しに当たっても、新たな「従うべき基準」の設定は原則行わないこと。 

「提案募集方式」については、所管府省と十分に調整を行い、提案をでき

る限り実現すること。 
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２ 地方が責任をもって、地方創生・人口減少対策をはじめ、福祉・医療、教育、

地域経済活性化・雇用対策、防災・減災事業など、地方の実情に沿ったきめ

細かな行政サービスを十分担えるよう、安定的な財政運営に必要な地方一般

財源総額を確保・充実すること。特に、地方交付税については、本来の役割

である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮できるよう総額を確保する

とともに、地方固有の財源であることを明確にし、国による義務付けや政策

誘導は排除すること。 

また、引き続き増加する社会保障関係費や地域の活性化の取組など、地方

の行政需要を的確に把握し、今後の地方財政計画に計上するとともに、持続

可能な交付税制度の確立を図るため、地方財源不足の解消は、更なる地方交

付税の法定率の引上げを含めた抜本的な見直しにより対応すること。 

臨時財政対策債の既往の元利償還金については、その償還額が累積してい

ることを踏まえ、償還財源を確実に別枠として確保すること。 

また、所得税及び個人住民税における各種控除等の見直しに伴う財政影響

分については、地方の担う行政サービスに支障を来すことがないよう、国の

責任において代替となる財源を適切に確保すること。 

歳出効率化に向けた業務改革で他団体のモデルとなるものを基準財政需要

額の算定に反映する取組（トップランナー方式）について、引き続き、条件

不利地域等、地域の実情に配慮し、地方交付税の性格及び機能を踏まえ、国

による政策誘導とならないようにすること。 

なお、近年、地方の基金残高が増加していることから地方財政計画の歳出の

適正化等を行うべきとの議論がある。地方は国と異なり、金融・経済政策・税

制等の広範な権限を有しておらず、赤字地方債の発行権限も限定されているこ

とから、不測の事態により生ずる財源不足については、歳出削減や基金取崩し

等により対応せざるを得ない。 

したがって、地方の基金残高が増加していることをもって地方財政に余裕が

あるかのような議論は適切ではなく、基金残高の状況を理由とした地方財源の

削減は行わないこと。 

 

３ 消費税及び地方消費税率の引上げが、令和元年(2019 年)10 月に行われたが、

増収分は全て社会保障の充実・安定化に向けるという原則をはじめ、地方が

社会保障分野において担っている役割等を十分に踏まえ、地方への安定した

財源配分を確実に行うこと。 

また、10％への引上げに伴い社会保障を全世代型のものとすること等の

「新しい経済政策パッケージ」に係る施策を実施する際には、地方行財政に
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係るものについて、地方と十分に協議をするとともに、地方において必要と

なる安定財源を国の責任においてしっかり確保すること。特に、幼児教育及

び高等教育の無償化に係る令和２年(2020 年)度以降の地方負担については、

一般財源総額の同水準ルールの外枠で歳出に全額計上し、必要な財源を確保

すること。 

なお、10％への引上げに伴う軽減税率制度の導入によって生じる減収分に

ついては、地方の社会保障財源に影響を与えることのないよう、代替税財源

を確実に措置すること。また、社会保障制度改革の推進に当たっては、「国と

地方の協議の場」などにおいて地方と真摯な議論を行い、地方の意見を十分

に反映させること。 

併せて、地方が担うべき事務と権限に見合った地方税財源の充実強化を図

るため、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を図りつ

つ、国からの税源移譲を速やかに進めること。 

 

４ 令和元年(2019 年)度税制改正において、森林環境税及び森林環境譲与税が

創設されたが、その趣旨や目的について広く国民の理解が得られるよう、よ

り一層の丁寧な説明に努めること。 

また、市町村が主体となった森林整備等が円滑に進むよう、国において必

要な助言や十分な説明を行うなど、制度の円滑な実施運用に向けた取組を進

めること。 

 

５ 平成 28 年(2016 年)度税制改正においては、法人実効税率の引下げに当たり、

法人事業税の外形標準課税の拡大等による課税ベースの拡大を行うことで財

源を確保することとされたが、今後も更なる税率の引下げを行う場合には、

恒久減税には恒久財源を用意するという原則に則り、地方税による代替財源

を確保し、地方交付税原資の減収分も含め、全ての地方公共団体の歳入に影

響を与えることのないよう地方税財源を確保すること。 

なお、令和６年(2024 年)度与党税制改正大綱において、今後の外形標準課

税の適用対象法人のあり方については、地域経済・企業経営への影響も踏ま

えながら引き続き検討を行うこととされたが、その検討にあたっては、中小

法人への負担に配慮し慎重に進めること。 

 

６ 法人事業税の分割基準の見直しにあたっては、社会経済情勢の変化に応じた

企業の事業活動と行政サービスとの受益関係を的確に反映させ、税源の帰属

の適正化を図るという観点から検討し、法人の納税事務負担の軽減・簡素化

を考慮した上で、製造業において、事業活動の大きさを反映する指標として
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物的要素である有形固定資産等（土地を除く）をベースにしたものを導入す

るなど、より客観性のある指標とすることを基本とすること。 

また、太陽光発電施設について、建設時や発電時において立地する都道府

県から行政サービスを享受しているものであるから、本県内に人員を有する

事務所等を置いていない場合においても分割基準の適用対象に加えること。 

 

７ ゴルフ場利用税については、令和６年(2024 年)度税制改正において、地方

の意見を踏まえ、現行制度が堅持されたが、アクセス道路の整備・維持管理、

廃棄物処理、地滑り対策等の災害防止対策等、特有の行政需要に対応してい

ること、また、その税収の７割が所在市町村に交付金として交付されており、

特に財源に乏しい中山間地域の当該市町村にとって貴重な財源となっている

ことを踏まえ、引き続き現行制度を堅持すること。 

 

８ いわゆる「ガソリンの暫定税率」の廃止については、令和７年(2025 年)度

与党税制改正大綱において、引き続き、真摯に協議を行っていくとの記載が

なされた。 

地方揮発油税及び軽油引取税の暫定税率に係る地方税収は、地方において

貴重な財源となっており、今後、財政需要が一層増していくと見込まれるこ

とを考慮すると、地方財源を安定的に確保する必要がある。 

このため、「ガソリンの暫定税率」の廃止については、国の責任において、

代替の恒久財源を措置するなど、地方財政に影響が生じないようにすること。 

 

９ 令和７年(2025 年)度与党税制改正大綱において、自動車関係諸税について

は、電気自動車等の普及等のカーボンニュートラルに向けた動きを考慮し、

公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期的な視点から、車体課

税・燃料課税を含め総合的に検討し、見直しを行うとされたが、検討に当た

っては、道路の維持管理・更新や防災・減災等の推進に多額の財源が必要と

なること等を考慮し、地方の安定的な財源を確保し、地方財政に影響を与え

ることのないよう十分な配慮を行うこと。 

 

10 国庫補助負担金改革は、地方の自由裁量を拡大し、国からの依存財源ではな

く自主財源である地方税への税源移譲を進めることが重要であることから、

本格的な税源移譲に向けた議論を後退させないこと。 

なお、各府省の交付金等についても、税源移譲されるまでの間は、地方の

自由度拡大や事務手続きの簡素化などによる一層の運用改善等を図るととも

に、事業の着実な実施のために必要な予算の確保を行うこと。 
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11 直轄事業負担金については、直轄事業が全国的視野の下に国家的政策として

実施されながら、地方公共団体に対して個別に財政負担を課すものであること

から、国と地方の役割分担等の見直しや地方への権限と財源の一体的な移譲と

あわせ、必要な改革を速やかにかつ確実に進めること。 

その際には、社会資本整備の着実な実施に配慮した新たな仕組みづくりに向

けて、「国と地方の協議の場」等を通じて、地方と十分に協議をすること。 

また、建設国債等の償還については、見合資産の平均的な効用発揮期間が概

ね 60 年であることから、この期間内に現金償還を終了するという考え方が採

用されている。これに鑑み、霞ヶ浦導水事業をはじめとする直轄事業の地方負

担の財源に充てられる地方債についても、単年度の財政負担をさらに平準化す

るため、財務省令で示されている耐用年数等を踏まえ、30 年を超える償還期間

での借入が可能となるよう基準の改正を行うこと。 

 

12 地方交付税の算定においては、景気の変動期は、前年度の実績を基礎とした

交付税算定額と実収入額との乖離が生じやすく、その結果が地方公共団体の

財政運営に与える影響を考慮して、精算制度及び減収補塡債制度が法人関係

税等の一部の税目について設けられているが、地方消費税等については設け

られていない。特に、地方消費税については、令和元年(2019 年)10 月に税率

が引き上げられたことにより、本県税収に占める割合が高くなっており、こ

れまで以上に大きな乖離が発生する可能性が懸念される。 

感染症などによりこれまで景気に対して安定的とされてきた税目にも、想

定を超える大きな減収が生じることが考えられることから、経済の著しい悪

化やそれに伴う地方の税財源の大幅な減少が生じる状況においては、地方消

費税等についても減収補塡債の対象とするなど、安定的な財政措置の仕組み

を検討すること。 

 

13 地方公共団体は、地域間競争が激化する中、海外企業との交渉や企業誘致、

ＤＸの普及推進など、これまでの業務の枠を超えた政策課題に的確に取組む

とともに、新型コロナウイルス感染症への対応を契機として広まるテレワー

クや在宅勤務等、多様な働き方を求める社会全体の変化に即応しながら、高

度な専門知識や経験を備えた人材を確保することが求められている。 

地方公務員の業務内容や勤務環境が大きく変化する中、優れた人材を確保

していくためには、各地方公共団体が実情に合わせ、給与や勤務時間等を柔

軟かつ迅速に設定することができる制度の確立が必要である。 

一方で、支給できる手当については地方自治法に限定列挙されているなど、
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法令によって一定の制約がある。また、勤務時間等についても、民間企業並

みに柔軟な設定は認められていない。 

地方公務員の給与及び勤務時間等の勤務条件について、多様な人材の確保

や柔軟な働き方への対応を可能とするため、地方公共団体の裁量をより広範

に認めるよう、地方公務員法等関連法令の改正などを行うこと。 
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